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Chapter 1 
研究の目的と構成
1.1 研究の目的
本研究は複数地域の時系列データを分析する際に有効と思われる変化曲
線を求め，その分析方法を示すことを目的とする.
都市・地域計画の場では， しは、しば多数の地域の時系列データをもとに
地域の趨勢や動向を的確に読みとる必要が起きる. しかし この多地域の
時系列データを利用する場合，次のような問題が起きる.
まず，第一に国勢調査を利用する場合などでは，入手可能なデータの時
点数が限られているため，地域単独ではデータ不足で分析が困難な場合が
発生する.第二に，行政界単位のデータなとで地域間を比較する場合，面
積や人口規模などが異なるデータを単純に比較して良いかという悩みが起
きる.第三に地理的な位置関係による変化傾向をどのように分析し表現す
れば良いかという問題も起きる.
本研究では上記の問題のうち，データ不足にどう対処すれば‘よいか，地
域閣の比較をいかに行うかという二点に焦点をあて，市街地花、度変化の分
析を中心として議論する.
将来の市街地の密度を予測するときには， しば‘しばその変化のモデルを
構築し，市街地密度の変化曲線を導いて予測する方法が採られる. しかし
従来用いられてきた変化曲線(例えば指数曲線やロジスティック曲線)で
は変化傾向を十分説明することができなかった.そこで本研究では後述す
る2段階のビルトアップ過程の考えによって，より説明力のある市街地密
度の変化曲線を示す.

ループ(微分方程式上の係数が共通)内では，従来の分析方法に比較して
以下の二点の優れた点を持つ.
第一に，複数の地域のデータによって，全地域に共通な傾向が求められ
るので，グループ全体ではデータの数に対する未知数の数が少ない.従来
ならば‘，データが足りなくて曲線を求めるのは不可能だった地域の曲線を
得るだけでなく，係数を求めるにあたってのデータ数と求める未知数の数
の差が大きくなるので，信頼性のある係数を得ることができる.
第二に，従来にはない視点で地域の比較分析ができる.グループに共通
な係数があるので，地域個々に見ていたのではわからない，グループの共
通な変化傾向を知ることができるだけでなく，グループ内もわかりやすく
比較できる.伺々の地域の変化が一つのあてはめられた曲線の部分部分に
対応するならば，各地域の変化段階は“時間的前後関係"という尺度で相
対的に肥握できるし，地域間で変化率が常に比例関係にあるならば，地域
聞の相違は“初期ビルトアッフ。率"という尺度で相対的に把握できる.
また，この分析方法は多数の地域の同じ年代の短期間のデータによって，
個々ではわからない時代の特徴を見いだすことを可能にする.これは，種々
の状況が時代によってめまぐるしく変化する現代の都市社会の分析に有効
な視点を与える可能性がある.
4章ではビルトアップ曲線の第一の応用として，首都圏の土地区画整理
業施行地区のビルトアップ率をとりあげる.そして，地区を個別に分析
した結果と区画整理事業施行地区という共通の性格を持っていることなど
によって，全地区を係数が共通な微分方程式にあてはめて解析を行う.地
区個別にビルトアップ曲線の係数を求めようとすると，データの不足から
係数を十分に確定できない地区が多くでてくるが I 3章の方法によって個
別ではデータの数が足りない地区のビルトアップ曲線も求められた.また，
面積，年次ともバラバうである首都圏に属する 26地区のデータは単にビ
ルトアップ率の変化を図示しただけではなんの情報も得ることはできない.
しかし，本章ではビルトアップデータの整理分類によって，地区間の比較
が分かりやすくできただけでなく，それぞれの地区のビルトアップ率の変
化傾向の意味が明らかとなった.
5章では第 2の応用として首都圏の自治体単位の人口密度増加傾向を
とりあげる.従来ビルトアップ曲線として使われている定数項付き指数曲
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線やロジステ ィッ ク曲線は， しばしば人 口増加関数として も利用されてい
る.確かに住宅地域ならば‘大局的にビルト アッ プ率 と人口密度は比例する
と考えられるので，本研究でもビルトアップ山線を人口密度増加関数に適
用する.
広い範囲(首都圏)の自治体という一般的な地域を対象とするので，こ
こでは自治体によって，微分方程式上の係数も様々な値をとるとする . し
かし，一つ一つの自治体単位ではデータの不足がおき，係数を求めること
ができないので，首都圏 251自治体を相隣関係から 3--4つをまとめた自
治体の組をっくり 66の小グループとした.そして小グループごとに人
密度増加曲線を求め，その結果から人口密度増加傾向に共通性のあるらし
い，いくつかの自治体の大グループを作った.大グループ内では微分方程
式上で現われる係数は等しいとして，任意係数を自治体別に求め，自治体
の時系列的な相対関係，変化の比例関係の両面で分析した.ここでの分析
では，単位が率ではなく人口密度なので， “最終的に到達するであろう人
口密度"の値によっても自治体の比較が可能である.
ここでは最終的な人口密度を外生的に与えた場合に 人口増加がどのよ
うな傾向になるかの分析も行なう.これは土地利用規制なとの政策の人
増加への効果を予測する一つの方法になると思われる.
最後の 6章は 2--5章とは独立した章をなす.ここではビルトアップ曲
線に限らず多地域の時系列データを扱うのに便利な関数とはいかなる性質
を持っかについて議論を行う.ここで注目する性質は以下の 2つである.
一つは，地域聞の時系列的な前後関係を見いだせる性質を持つ関数であ
る.文献 [Kunisa.wa.旦oribe(1986)]では，指数関数など単純な関数につい
て地域の時間的な前後関係に注目し議論しているが，本研究ではより広い
視野にたってこの性質について議論する.
二つめは I 2つの地域を併せても関数の形が変化しない性質である.関
数がこの性質を持っと，面積が異なる地域のデータに同ーの関数形をあて
はめても分析をする上で矛盾が起きない.そして，面積の大小にかかわら
ず，様々な地域を同ーの議論によって統一的に把握できる. この性質に注
目して議論した論文はこれまでなかった. しかし，この性質を持たない関
数を，面積の異なる 2地区に適用するのは分析の上で不都合であることを
本研究では示した.
5 

具体的には，近い将来にビルトアップされるための条件が揃った地区を仮
想的に“ビルトアップ見込地区"と定義し， ビルトアップの過程を 2つの
段階に分けて捉える.第ーは，未開発な土地が， ビルトアップ見込地区に
変化した段階であり，第二は， ビルトアップ見込地区に住宅が建築(ビル
トアップ)された段階である.すると“ビルトアップ見込地区"も“未開
発地区(第一の段階が済んでいない地区)"も，ビルトアップしてない点で
は同じであるが， ビルトアップ見込地区の方が，当然、ビル トアップ地区に
速く変化する.そして 2つの地区の比率によって地区のビル トアップ傾向
は様々なパターンをとるので，多様なビルトアップ傾向に対応できる.
以上のことは図 2.1で表わされる.従来のビルトアップモデルは図 2.1(a.)
のように対象地区を“ビルトアップ地区"と“非ビル トアップ地区(まだ
ビルトアップしていない地区)"の 2つによって把握をするものだったの
を，本章のモデルは図 2.1(b)のように“ビルトアップ地区"“ビルトアッ
プ見込地区¥ “未開発地区"の 3つに分けて把握するわけである.
なお，市街地密度の指標としては他に，“建ぺい率“棟数密度"などが
考えられる. しかし，建ぺい率は測定に非常に大きな労力を必要とするた
め，広い範囲にわたって時系列的に蓄積したデータは一般に存在しないし，
測定が比較的容易な棟数密度も，理論的分析は最近され始めたば‘かりであ
り，長期的なスパンで蓄積されたデータは現在のところ存在しない.一方，
ビルトアップ率は比較的多くの区画整理事業施行地区について，複数の時
点、で調査されている.そして本研究では 4章でビルトアップ率の変化を例
にして事例分析を行なう.
まず 2.2節でビルトアップ曲線について分析した既存の論文を簡単に紹
介し，それらの論文でビルトアップ曲線としてよく使われてきた定数項付
き指数曲線， ロジスティック曲線について考察する. ここでの目的はこれ
らの曲線の意味，限界を明らかにすることである.
次に 2.3節では本研究で中心となるビルトアップモデルを提示する.先
に述べた 2段階のビルトアップ過程は，単純な連立微分方程式として定式
化でき，その解としてビルトアップ曲線を得る.
微分方程式から導きだした式の形そのままからビルトアップ曲線の係数
を解釈することは難しい.そこで 1 2.4節でモデルを離散的な式におきな
おして式の意味を再考察する.それはビルトアップ曲線のより直観的な理
8 
非ピルトアップ地区
(a. )従来のモデルでの地域の把握
(b)本研究のモデルでの地域の把握
図 2.1:従来のモデルと本研究でのビルトアップの把握の違い
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図2.2:定数項っき指数曲線(s= 0.1) 
取も速いのは最初の時点となる.そして単調に増加速度を逓減させていき，
ビルトアップ率は 1(100%)に漸近していく.
この曲線では，まだビルトアップしていない土地の面積が広ければ広い
ほどビルトアップの進行は速い.空いている土地が広ければ広いほど土地
の様々な利用形態が可能であろうから，空いた土地が広いほどビルトアッ
プされやすいという法則はビルトアップ率変化の一つのモデルとして納得
できる. しかし 4章で例示するように現実のビルトアップ傾向は，必ず
しも最初の時点でビルトアップの進行速度最大とはならない.
[ロジスティックモデルl
まだビルトアップしていない地区の比率(1-y(t)は単位時間ムt内に比率
s . y(t)だけビルトア yブされると仮定する すると十分短い単位時間ムt
内にビルトアップされる比率ムyは
ムy= sy(t)(l -y(t))ムt (2.4) 
12 
と書ける.式 (2.4)を変形し，ムy.ムtの極限をとれば、'微分方程式
dy(t) 
d1 ニグy(t)(J-y(t) (2.5) 
を得る. この微分方程式の解は
U(t)=ln 
1 + cε-ρ (cは任意定数) (2.6) 
となり， ロジスティック曲線を得る.ここで，t = 0の状態に注目すると，
1 -y(O) ν(0) =一一→ C二
1 -c y(O) 
となるので cは t= 0における非ビルトアップ率のビルトアップ率に対
する比率であると分かる.
図 2.3にy(O)= 0.5となる場合のロジスティック曲線の例を示す. ロジ
スティック曲線ではビルトアップ率が Oのときビルトアップの進行速度は
Oである.そして， ビルトアップ率が高ければ、高いほどビルトアッフ。速度
は上がり，了度半分だけビルトアップされたときにビルトアップ速度は最
高となる(つまり変曲点をとる).その後は，定数項付き指数曲線と同じ
ようにビルトアップの速度は逓減し，y(t) = 1に漸近していく.
先行するビルトアッフ。地区がある程度以上存在すると， (1)地区全体の
生活基盤は整備されること， (2)住宅の数に従って商業施設なども蓄積す
ること，の 2点によって居住環境が上がると予想される.つまり，住宅地
区としての魅力があがるのでビルトアップが進むとビルトアップ速度も上
がることはビルトアップの一局面の状態として理解できる.現実の地灰の
ビルトアップ傾向でも，ある程度ビルトアップが進行してから最高速度を
とった例は珍しくない. しかし，必ずしもその時の地区の状態は半分だけ
ビルトアップされているとは限らない.ロジスティックモデルの考え方は
一面で現実的とも思われるが，丁度半分だけビルトアップされた時点に進
行が最高速度になるという性質は現実例に整合しないように感じられる.
また，大規模開発がなされる地区では，生活基燃や商業施設が初めから計
画されるので，定数項っき指数曲線のように最初の時点でビルトアップが
最も速く進むパターンが実現することもあり得るだろう.
現実のビルトアップ傾向をみるとに最初の時点でビルトアップの速度
が最高になる地域もあるし，ある程度ビルトアップが進んだときにビルト
l例えば4章の図1.1
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と定義する.
(2)ピルトアップ見込地区:地区の中で，近い将来にビルトアップされると
考えられる地区を“ビルトアップ見込地区"と呼ぶ.
ピルトアップ見込率:ビルトアップ見込率を次に定義する.
[t" }~ ~ 7 ')705!i6$] = iビルトアップ見込地区面積)ビルトアップ見込率]==
¥ c.JV I、ノツノ μJ厄凶慣
ビルトアップしていない地区をビルトアップしやすさの基準から明確
に2つに分離することは非常に難しい.それゆえ，ビルトアップ見込
地区を厳密に定義することは困難である. しかし，ビルトアップ見込
率の定義を現実の場に即して厳密に決めなくても，後でわかるように
分析上の不都合はおきない.そして，ビルトアップしていない地区を
仮怨的に 2つに分けて考えることはビルトアップ傾向の説明に大きな
効果をもたらす.
(3)未開発地区:地区の中で，当分の間，建築物の敷地として利用されそ
うにはない地区を“未開発地区"と呼ぶ.未開発地区はビルトアップ
可能面積からビルトアップ地区， ビルトアップ見込地区の面積をヲ川、
た値で与えられる. ビルトアップ率， ビルトアップ見込率と同様に
と定義する.
[*rm~ i:tlHZ$] = d.未開発地区面積)未開発地区率]=
データ解析の場で重要なのはビルトアップ率の値である.また，データと
して手に入るのはビルトアップ率の値であり，仮想的な概念であるビルト
アップ見込率のデータは手に入らない. しかし， ビルトアップ見込率の大
小も地区の状況を考える上で重要な役割をなす.そしてビルトアップ率の
変化傾向からビルトアップ見込率の変化は推定できる.
地区のビルトアップ可能面積の中で，時点 tにおける未開発地区率を
ぬい)， ビルトアップ見込率を Yl(t) ， ビルトアップ率をめ(t)とおく.こ
れらの値は比率なので， [0.1]の聞の値をとる.そして率が単位であること
16 
により，次が制約式として成立する.
(yo(1)+U1(1)+U2(t)=1 
yo(t)ど0，Yl(t)とO、Y2(t)三O.
(2.7) 
当然、であるが， もしも地区のビルトアップ可能面積を Sとおけば，時点
tにおける未開発面積はs. Yo (t) ， ビル卜アップ見込面積は S. Yl(t) ， ビ
ルトアップ面積は S. Y2(t)で与えられる.現実の場では，対象とする地IX
の中で図 2.4(a.)のようにビルトアップ地区が分散して存在すると考えられ
るが，それを項目別に一つにまとめれば，地区の状態は変化の順序関係も
考慮して図 2.4(b)のように表わされよう.本モデルは，地区のビルトアッ
プ状況を図 2.4(b)のように単純化して考えたものであり， 3種類の地区の
面積によってビルトアップ傾向は決まる.
地区の変化傾向について以下の原則を与えてモデルの基礎とする.
(1)未開発地区面積 S.Yoは単位時間内に一定比率グlだけビルトアップ見
込地区に変化する.
(2)ビルトアップ見込地区面積 8.Ylは単位時間内に一定比率んだけビル
トアップ地区に変化する.
係数グ1，s2は次のような例で理解できる.都心に近いなどの理由で住宅福要
が高いにも関わらず，地権者側には宅地化の意志があまりない状態は， sl 
が小さく s2が大きいパターンに対応でき，逆に地権者側が地区の開発に積
極的であり宅地開発を進めているにも関わらず，居住環境が魅力的ではな
いため建築が進まない状況は， slが大きく ，s2が小さい状態といえる つ
まり，地区がビルトアップされるための準備が進む状況は仇が大きいこと
に対応し，地区への住宅需要が高い状況はゐが高い状況に対応する.
さて， 2つの原則から微分方程式を導き出そう.十分短いムt時間内で
のビルトアップ見込地区の増加面積を (8.ムYl)と書くと，ムYlは単位面積
あたりのビルトアップ見込地区の増加率を示す.同様に，ムt時間内でのビ
ルトアップ地区の増加面積を (8・ムY2)と書けば，ムY2は単位面積あたりの
ビルトアップ地区の増加率となる.
ビルトアップ見込地区の変化に注目しよう.微少なムt時間に，未開発地
区は原則 (1)によって面積グ1(SYo)ムtだけビルトアッフ。見込地区に変化する
17 

となる.式 (2.12)を“ビル卜アップ見込曲線¥式 (2.13)を“ビルトアッ
プ曲線"と呼ぶ.原則 (1)、(2)の意味をふまえて， slぅs2は正とす る.本研
究ではビルトアップ曲線 (2.13)を主要な分析対象とする.
なおslニグ2の場合は式 (2.12)ぅ式 (2.13)の 1/(s2-sdの項が発散して
しまうので， これらの式は使えない • s = sl = s2とおいて，連立微分方
程式を解きなおせば，sが等しいときのビルトアップ見込曲線ば(t)， ビル
トアップ曲線拡(t)は
(ば(t)= (c]日+山 (イ日し叩任問) (2.14) 
ν~(t) == 1 -(c1t + c2)e-st 一
となる.式 (2.14)はグ1i= s2の場合の式をグ1 グ2に漸近させたときの式に
等しい.つまり式 (2.12)ぅ(2.13)と式 (2.14)は形式こそ違うが，基本的な性
質は同じである.これらの式は係数グの変化に対して連続的につながって
いる.
ところで z(t)= Yl(t) +ぬれ)とおくと 2本の微分方程式をたし合わせる
ことで，Z(t)の微分方程式
dz(t) 
一一==sl(l一的))
dt 
を得る.この方程式は単純な形なのですぐ解け，
z(t) = 1 -ce-s1t (但し Cは任意定数)
(2.15) 
(2.16) 
となる.つまりビルトアップ見込地区とビルトアップ地区の合計の変化は
定数項付き指数曲線で表わされる.また，z( t)を利用するとビル トアップ
率めの変化の微分方程式は
dY2 (t) 一一一=ん(z(t) -Y2 (t) 
dt 
(2.17) 
と書ける • z( t)の方程式 (2.15)も式 (2.17)も，各段階の地区が次の段階へ
一定比率で，刻々変化していくことを表わしている.つまり，本モデルの
ビルトアップ曲線は定数項っき指数曲線のモデルを 2段階に拡張したもの
と言える.なお，式 (2.16)を変形すれば，
ce-s，t二 1-~(t) 二 Yo(t)
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となり， これは原則 (1)に応じて未開発地区が単調に減少していくことに
対応している.
任意定数 Cl，のを与えることでビルトアップ山線は峨々な形をとるが，区|
2.5，図 2.6にその基本的な例を示す.
図 2.5は最初の時点 (t二 0)で地区全域が未開発地区であった場合の式
である.図 2.5はビルトアップ見込曲線とビルトアップ曲線を表わす. 2つ
の曲線は地区を分けあっているので縦軸を地区全体とみなして，積み重ね
て表示すれば図 2.6となる.図 2.6では各々の曲線の間隔が，上から未開発
地区， ビルトアップ見込地区 ビルトアップ地区の比率を示している.
最初の時点では全域が未開発地区なので，原則 (1)に従い，図 2.5に見
るようにビルトアップ見込率は激しく増加する. しかし未開発地区率が小
さくなると，未開発地区からビルトアップ見込地区への増加分を，原則 (2)
によるビルトアップ見込地区からビルトアップ地区への変化による減少分
が上回るので， ピルトアップ見込率は減少傾向となる.一方，最初はビル
トアップ見込地区は存在しないため， ビルトアップの進行は遅い.そして
ある程度ビルトアップ見込地区が増えてから， ビルトアップ率の増加は最
盛期をむかえる.地区がビルトアップされていく過程を表現するモデルの
曲線なので， ビルトアップ曲線は単調増加関数である.
あらゆる地区は最初は全域が未開発地区であったと考えられるので，図
2.5のビルトアップ曲線は最も基本的な曲線といえる.そこで図 2.5の 2つ
の曲線をそれぞれビルトアップ見込地区の基本曲線， ビルトアップ地灰の
基本曲線と呼ぶことにする.これらの曲線は式の形では
Y 1( t ) = n s 1 n (e -s， t-e -s21 ) (2.18) Ul-F F e 2 -fJl 
~(t)-lF2-β1t + β r. -s2t Y2 一 ---e，-.-  e 
s2 -sl ' s2 -sl 
(2.19) 
と表わされる. ビルトアップ曲線の基本曲線 (2.19)は係数グlぅゐに関 して
対称な式であり，係数を入れ換えても式の形は変わらない.式 (2.18)，式
(2.19)に従属して未開発地区の基本曲線も
れれ)二 1-Yl(t) -Y2(t) 
=ε-s， t (2.20) 
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図 2.7:slが非常に大きい場合のビルトアッフ.曲線 (sl= 2.1， s2= 0.1) 
一万，slが非常に大きな値をとった場合の図 2.7では， 2.2節でふれた定
数項っき指数曲線と似た形のビルトアップ曲線となる.最初の時点で図 2.6
と同じように全域が未開発地区であっても，地区全体が最初のごく短い時
間内にビルトアップ見込地区となるので変曲点はほとんどめだたず， ビル
トアップ曲線は定数項付き指数曲線とほぼ等しくなる.なお図 2.7よりさ
らに極端な， slが正の無限大の値をとる場合は， ビルトアップ曲線は定数
項付き指数曲線と一致する.係数んが非常に大きい値をとるとき，最初か
ら全域がビルトアップ見込地区である場合でも定数項っき指数曲線が得ら
れる .
図 2.6と図 2.7の中間的な場合の式も任意定数 Cl，のを適宜与えることに
よって得ることができるが，任意定数の意味については 3章で分析するこ
とにし，本章の以下では基本曲線に注目してビルトアップ曲線を分析する.
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2.4 ビルトア ップ曲線の離散モデルによる解釈
ビルト アップ曲線 (2.1:3)は単純な微分方程式によるものだが，その式の
直接的な意味は明快とは言えな い.例えば係数lfJLという値を持つが，
』 β2-sl
ただ見ただけでは この項の意味はわからな い.そ こで，未開発地区曲線と
ビルトア ップ見込曲線を，モデルを離散化し たアプロ ーチで分析し，その
意味を考える.
2.3節のビルトアップ過程の原則から得た最初の式に再び注目 しよう. 十
分短いムt時間内のビルトアップ見込地区， ビルトアップ地区の増加率を
ムYl，ムY2とおくと，原則 (1)，(2)によって
ムYl 二 (sIYO-s2Yl)'ムt (2.24) 
ムY2 s2Yl・ムt (2.25) 
(式 (2.18)，(2.19)のSは消去した)
と離散的な式が導かれた.そして未開発地区の増加率(負になる )は， こ
の2つの式から
ムYO = (1ー ムYlー ムY2)・ムt
-sIYO・ムt (2.26 ) 
と得る.これら離散的な式を利用して，ま ず単純な形式の未開発地区の基
本曲線 (2.20)の意味を式 (2.26)を使って考察し，それをふまえてビルト
アップ見込地区の基本曲線 (2.18)の意味を式 (2.24)を使って考え る.
基本曲線の考え方によって，t =0の時にνoニl(Yl= Y2 =0)とし，時
間を t=O?l -ムt，2・ム仁3・ム丸・・・と離散的に経過させたとき， 未開発地区
率， ビルトアップ見込率がどう変化して行くかを追う. 表記の便宜のため
にBlニムムtぅB2=んムtと定義すれば，式 (2.26)ぅ(2.24)は，
ムYo -YoBl， 
ムYl YoBl -YIB2 
(2.27) 
(2.28) 
と書き直される • YoぅYlが必ず正の値をとるようにするため，離散的な変化
の場合，新たにo< Bl三lうO55B2521という制約が存在する2
2微分方程式で‘のsl，s2は l以上の値もとり得た
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開発地区からの増加分は (1-BdBlとなるが， ビルトアップされるこ
とによるビルトアップ見込率の減少分 BIB2が存在する.つまり第 2期
のビルトアップ率は
Yl，2ニ Yl，l+ YO，lB] -Yl，lB2 
Bl + (1 -BdBl -BIB2 
= Bl(l -B2) + (1 -Bl)Bl 
となる.以下時間の経過に従い，表 2.1のようにビルトアップ見込率
は変化する.そして一般的に第 η 期では
Yl，九 二 Bl{(1 -B2)η-1+(1-Bd(1-B2)丸一2
+(1 -Bd2(1 -B2)n-3 + .. + (1 -Bl)JC-l(l -B2)n-k 
+・・・+(1 -Bdn-2(1 -B2) + (1-Bl)n-l} (2.30) 
が成立する .これはビルトアップ見込地区の変化の漸化式，
Yl，η Yl，丸一1+ムYl，n-l
Y1，冗ー1+ Yo，η-lBl -Yl，九一lB2
Yl，n-l(l -B2) + Yo，η-lBl 
から簡単に証明できる(ここでは省略する ).式 (2.30)の一つ一つの
項は，第 n期の地区がとりうる変化の経歴を表わしている.各項を一
般的に Bl((l-Bl)k-l(l -B2)n-k)と書けば，それはた-1期間未開発
地区だったのがた期日にビルトアップ見込地区に変化し，残り n-k
期はそのままの状態であり続けた地区の比率を表わしている.つまり，
式 (2.30)で式全体をくくっている B1は地区が 1---η 期までのいずれ
かの時点で比率引でビルトアップ見込地区に変化したことを意味して
いる.
式 (2.30)は因数分解によって単純化でき，
Ylぅ九
= Bl~1 -B2)n -(1 -Bl)n 
~ (1-B2) -(l-Bd 
-fE{(1-BOn-(1-B2)つ
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となる.ここで t二 17ムtとおき ，tを固定して 17を無限大にし，未開
発地区率の曲線を導くときに得た式，
J主lL(l-Bl)7t=ε-s1t
を利用して整理すると， ビルトア ップ見込率の基本山総 (2.18)
!h (t)ニ sl/1 (ε一βlt_ e-s2t) 
グ2-Flj
を，離散モデルの式から得る.
以上によって，式 (2凶)の全体にかかっている係数d瓦のうち，分子
は比率Aによって未開発地区がビルトアップ見込地区に変化したこと
を示し，分母のゐ-slは因数分解によって現われた値 (1-sl) -(1-s2) 
が整理された形と理解できる.
なお，s = slこんの場合，式 (2.30)は，
Yl，九 二 B{η(1-B)η-l} (2.31 ) 
となる.ここで先と同様に t=ηムtとおき ，tを固定して η を無限大
にすると， sl = s2の場合のビル卜アップ見込率の基木曲線釘(t)のず
lMt(l-P-1 二 ste-s
= fj;(t) 
を得る • s = sl =グ2の場合でも式の先頭にある3の意味は前と 等 し
く，未開発地区が確率Fでビルトアップ見込に変化したことを示して
いる.
最後にビルトアップ地区の基本曲線 (2.19)は式
Y2，n(t) = 1 -YO，n(t) -Yl，n(t) 
によって，全体からビルトアップしていない比率を引いた残りであると解
釈できる.
以上のことを図 2.8と同じように 1x 1の正方形の図 2.9を用いて説明
しよう.係数sl二 0.251s2 = 0.1とし，図 2.8と同じく比率引で減少して
いく未開発地区面積を横軸方向で表わし，縦軸方向で比率 (1-B2)， (1-
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(但し Cl，のうのは任意定数?グ1ヲグ2ヲグ3は互いに異なるとする)
ここでも基本曲線，すなわち t= 0で全域が未開発地区であるパ
ターンに注目する" YO(O)二 lヲYl(O)= Y2(0)ニ Y3(O)= 0を条件として付
加すると 3段階のビルトアップ曲線の基本曲線，
を得る.
-sIs2 
(s3 -s2)(s2 -sl)(sl -s3) 
x {(s3 -s2)ε-s1i + (sl -s3)e-s2i + (s2 -sde-s3t} (2.35) 
F2s3 ro-s1t 
1+ (sl -s3)(s2 -sd 
sIs3 β1 グls2βε的 +eP3t(2.36)
(ß2-ßl)(ß3-ß2)~ I (s3-s2)(ム-s3) 
を得る.これらのうち，式 (2.33)は2段階ビルトアップモデルの未開発地区
の基本曲線 (2.20)と，式 (2.34)はビルトアップ見込地区の基本曲線 (2.18)
と等しい.そして関数 Y2(t) + Y3 (t)はビルトアップ曲線の基本曲線 (2.19)
と等しい.これらの曲線の例を図 2.10に示す.図 2.10では図 2.6と同様に各
地区の曲線を積み上げて示す.任意の時刻での各曲線の間隔はビルトアッ
プモデルの各構成要素の比率を表わす. 3段階のビルトアップ曲線は 2段
階のビルトアップ曲線的(t)+め(t)を追うように増加する曲線であるとわ
かる.図 2.10からもわかるが， 3段階の基本曲線は 2段階の場合と同様に
変曲点を必ず 1つだけ持つ.なお，その証明は繁雑なので付録 2.Aに譲る
が，結局，図 2.10に見るように 2段階のモデルでも， 3段階のモデルでも，
曲線として(見た目)大きな差はない.もちろん段階を増やせば，変数の
数も増加するので曲線の表現力は上がる. しかし， ビルトアップ曲線は単
調増加の曲線であるし， ビルトアップしていない土地の状態を 3種類に分
(2.33) 
(2.34) 
e-s1t 
FI /e-F11-e一角川
s2 -sl ¥ノ
Yo(t) 
ν1 (t) 
O 
Y2(t) 
図 2.10:3段階のビルトアップ曲線 (sl= 0.1，ん =0.12， s3= 0.14) 
動jすることの具体的な意味・必要性は全く不明である.結局，むやみに段
階を増加させてモデルを複雑にしても現実のビルトアップ傾向の説明に大
きく効果が上がるとは考えられない.
なお， 4段階以上のモデルも定式化できるが，関数が非常に複雑になる
のでここでは触れない.また， 4段階のビルトアップモデルの基本曲線は
明らかに 3段階の場合の式 Y3(t)以下の値をとり ，Y3 (t)の値を追って増加
する関数となるので，関数の形状が劇的に変化するわけではない.
本章ではビルトアップのモデルを微分方程式を利用して構築し，
によって導いたビルトアップ曲線を吟味した.
従来ビルトアップ曲線として使われてきた代表的な曲線に，定数項付き
指数曲線とロジスティック曲線がある. しかしこれらの曲線では現実のビ
ルトアッフ。傾向を十分説明できなかった.本章では従来のモデルの不十分
な理由を考察し，新たに 2段階のビルトアップモデルを提示 した.モデル
モデル
まとめ2.6 
Y3(t) 
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れは，従来の研究にはなかった新しい分析の視点である.
まず 3.2節では変数を限定しう微分方程式内の係数slぅs2が共通という条
件下で， ビルトアップ曲線の任意定数に注目する.すると，任意定数の意
味が“地区の初期状態"と“時間的な前後関係"という指標で分かりやす
く表示される.また，地区個々の面積が不揃いであるとしても，係数sl，s2
が共通ならば曲線を比較する上での不都合はおきないことも示す.
次に 3.3節では地区のグループを作るときの基準作りとして，微分方程
式の係数グlぅs2の意味を分析する.連立微分方程式を一本の 2階の微分方程
メに書き換え，係数sl，んがどのような関係にあれば基本曲線の変化傾向が
大局的に等しいビルトアップ曲線になるかを明らかにする.
3.4節では，ビルトアッフ。率と未開発地区率の関係を直接的に表わす“相
、1 .面方程式"を導入し， 3.2節， 3.3節の結果を総合的に分析する.またビ
ルトアップ曲線の変曲点にも注目し，従来ビルトアップ曲線として利用さ
れてきた指数曲線やロジスティック曲線に近い傾向を示すビルトアップ過
程を本研究の視点から新しく意味づけする.
相違が分かりやすい別な形に変数変換する.任意定数は 2つなので，変数
変換の結果でも 2つの指標で説明する.
まずビルトアップ曲線は“曲線問の時間的前後関係"という車r11で比較で
きる.同じ微分方程式で得られるビルトアップ山線で表わされる 2つの地
区 αみを考え， 1寺点 tにおけるビルトア yプ率を必(t)ヲ必(t)，[!jJ線の任意
定数を地区別に C~ ぅ C;;cLd とおく この時，ある時間ァが存在して
??????
??
?
?????? ???
?
??
?
?
? ?
???
???
，
?、
???
、
(3.3) 
と表わされるならば、， 2つの地区は時間的にずれただけの関係にあると理
解できる.なぜなら，関係式 (3.3)を式 (:3.2)に代入すれば¥
?? ，
?
?
????
、
??
?
-1pG F2 刀 -s1t_ .，.Q.o-s2t 
よし1s2 -slし し2し
1 _".b s2 ρ-sl(t+T) _ .，b ρ-s2(t+T) 
ームし1s2 -slし し2'-'
= y~ (t + T)
、
?『 ，
，?
?
?
?
??? ???
s 1 ，.， -s 1 t I /l ，-s2 t 
し132-Pl '2C 
s2 "，-s1t ρ '" -s2t 
ー 一 一 .~-
~ s2 -sl ゐ
(3.1 ) 
となるので，地区 αの時点tのビルトアップ率は，地区 bでは時点t十7に
達成されることになる.つまり，地区 α.bは丁度ァ時間ずれた関係である
と分かる.なお 2つの地区のビルトアップ曲線が時間的な前後関係にある
ならば， ビルトアップ見込曲線も同じ時間差7の時間的前後関係にある.
基本曲線と時間的な前後関係にある曲線群は
u;(t)=l-32e-Fl(t+ア)+グl ε-s2(t+T) (3.4) 
グ2- sl - . s2 -sl 
とかける. この曲線群の例を示すと図 3.1のようになる.曲線群は横軸方
向に平行移動しているだけであり，変化傾向はどの曲線も同じである.
次に示すのは“初期ビルトアップ率"と呼ぶ指標である.関数がビルト
アップ曲線として意味をなす最初の時点を t= 0とおくと，その時の地区
の状態は (Yl(O)= 0うY2(0)三0)または (Yl(0)三0，Y2(0) = 0)の 2つの場
合がある.これらの場合を tが負の範囲の関数値から表わしたのが図 3.2う
図 3.3である.これらで時点 tが負の範囲ではビル卜アップ率またはビルト
アップ見込率の値が負なのでビルトアップ曲線として意味をなさない.図
3.2は最初の時点である程度ビルトアップされた土地があるので，古くから
3.2 ビルトアップ曲線の任意定数の意味
ここでは微分方程式の係数sl，s2が共通なビルトアップ曲線群を考える.
微分方程式上では等しいということはビルトアップの変化メカニズムが曲
線間で共通という状況であり，ある一時点の Ylうめの値が決まれば，曲線形
は一意に決まる.微分方程式論では時点 t二 Oでの Yl，Y2の値を初期値と呼
び，t > 0での解(曲線)を決定する問題を初期値問題と呼ぶ.本節はビ
ルトアップの微分方程式の初期値の意味を明らかにする.
ビル卜アップモデルの解はslヂs2の時，
νl(t) 
(3.2) 
(但し Cl・C2は任意定数ぅsl> 0， s2 > 0) 
と書けた.式 (3.1)，式 (3.2)の任意定数 Cl，C2はそのままでは意味がはっ
きりしないので，曲線開の比較が明快にできない.そこで Cl，のを曲線間の
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まず，ある時点で図 3.，5のようにビル卜アップが進行中の比較的広い地
区を考える.その中でのビルトアップ見込地区， ビルトアップ地区の分布
には地区内で偏りがあるとする.図の状態を最初として，図 3.5のハッチ
ングした楕円で示す部分地区を観察すると，地区の半分以上は既にビルト
アップ見込地区なので，変化傾向は図 3.3のビルトアップ曲線のようにな
る.つまり，一体となってビルトアップが進行する広い地域の一部を観察
した場合に図 3.3のビルトアップ傾向がみられることがあるだろう.
このことをビルトアップ曲線の上で説明しよう.対象地区の1.2倍の広
い地区を考えたとき， ビルトアップ曲線は図 3.4のようになる 1 広い地区
のうち時点 kにビルトアップされている地区の比率分縦軸をあげ，合わせ
て横軸もずらし，原点を 0'，こ移すとビルトアップ傾向は図 3.3と等しい傾
向となる. 言い換えれば， 0'を原点とするビルトアップ曲線は式 (3.5)での
μ= -0.2の曲線とた時間ずれた曲線と見なせる.つまり，初期ビルトアッ
フ・率μに負の値を考えることで， μの絶対値の広さのビルトアップ地区を除
いた地区のビルトアップ曲線を得たわけである.結局，式 (3.5)でμの絶対
値 |μ|に注目すれば，図 3.3のビルトアップ曲線は， 1 + Iμ|の大きさの地
区の部分地区のビルトアップ曲線と位置づけできる.
以上によって，式 (3.5)に従い正負様々な値をμに代入した曲線群の例
が図 3.6である.図 3.6の曲線群は基本曲線を y= 1の軸を中心として縦軸
方向に圧縮，または拡大した形となる.
基本曲線との時間のずれァ，初期ビルトアップ率μを併せると， ビルト
アップ曲線は最終的に
川)= 1 -(1 -μ)(F2e-AM-Pl け (t叶 (3.6)
¥s2 -sl - s2 -sl - ) 
と書き直される.式 (3.6)と式 (3.2)を比較すれば¥任意定数の対応関係は
Cl = (1-μ)e-s1 T 
2=-Pl (1-μ)ε-s2T 
グ2- sl 
(3.7) 
(3.8) 
となるので，ここから係数 Cl，C2についての制約条件を {O< Cl < 1なら
ばo< (sl -s2)/sIC2 < l}または {Cl< 0ならば (sl-s2)/sIC2三O}と
1図3.4では 0'の高さをビルトアップ見込率=0とした.そして図3.5の状態は図 3.4での時点、 kにあたり，
時点t= 0での図 3.5全体の状態は (Yl=れ二 0)である.
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ビルトア '/7.曲線
ピル卜アップ見込曲線
.-.-t 
図 3.4:拡大した視点によるビルトアップ曲線の解釈
得る.
ところでビルトアップ曲線 (3.2)の任意定数はすべて 1次の係数であり，
また係数ムヲんが共通なので， 2つの地区の関数を併せた関数も任意定数が
変化するだけで式 (3.2)を満たす.先の例で使った地区 α.bのビルトアップ
可能面積を S引 Sl，とおけば，併せた地区のビルトアップ率九(t)は
SoY~ + S"y~ 九(t)= 
So 十，お
となる. ここに式 (:3.2)を代入して整理すると，
Sa c~ + Sf，ci ¥ s2 ，-sl t (So c~ + SbC~ ¥ r，-s Y;(t)二 1-C~ U;， l '~(I-l)ερ _ ( ~ U ~L '~('-L) ε-ρ2 t (3.9) 
S口+Sb / s2-/31 - So 十 Sl，
と得る. ここで
C15OCパ~ + S丸(，ιJ-- U -J --!' - J Cつ一
i S。+SL ・ L Sa 十 Sh
とすれば式 (:3.9)は式(:3.2)と全く同じである.つまりビルトアップ曲線は
sl: s2が共通なら ば，面積の相違は任意定数の中に吸収される .なお，この
性質はビルトアップ見込曲線でも明らかに成立する.
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もしも，いくつかのビルトアップ曲線があり，係数slヲグ2が共通である
ならば¥前節で議論したように曲線群は時間的前後関係と初期ビルトアッ
プ率で明解に整理できる. しかし実際の複数の地区のビルトアップ傾向を
考えると，一般的には係数グ1ぅs2が地区に共通とは考えにくい.一方，本研
究の曲線を用いた分析では，複数の地区に対して，できるだけ係数slヲグ2は
共通とした方が実りのある議論ができるので，変化傾向が似たいくつかの
地区に統合して分析を進めたい.そのために係数slぅ出がどのような関係に
ある曲線昨ならば、，それらを共通としてよいかどうか考察する.
2章で提示したビルトアップ曲線はビルトアップ見込地区という仮想的
な概念を用いて導出された. しかし，この仮想的概念を用いなくても， ビ
ルトアッフ・率だけによる 2階微分方程式として定式化できることを示そう.
モデルの意味は連立微分方程式の形の方が分かりやすいが，係数slぅs2を分
析する上で， これから述べる 2階微分方程式の考え方が有効である.そこ
で，この節ではビル卜アップの連立微分方程式を 2階微分方程式に変形し，
曲線の総合的な変化傾向と係数の関係について分析する.
ビルトアップモデルの連立微分方程式は 2.3節で
dYl (t) 一一一ニグ](1-Yl(t) -Y2(t)) -s2Yl(t) 
dt 
dY2 (t) 
一一一==s2Yl(t). 
dt 
と得たが，このうち Y2(t)の微分方程式を Yl(t)についてとくと，
1 dY2(t) 
Yl(t) ==一一一一
s2 dt 
(3.12) 
となるので，これを更に tで微分すれば，Yl(t)，dYl(t)/dtのめ(t)による表
現を得る.この 2本の式を元の Yl(t)の微分方程式に代入すれば，Y2 (t)の
2階微分方程式
1 d2U2(t) I'l r， 1 dY2(t) _ IJ.¥ i dY2(t) 一 二 sl~ 1一一一一一 -Y2 (t) }一一一-s2 dt2 ("1 l ~ s2 dt ;:"-¥-/ J dt 
が得られ，これを整理すると，
2Y2(t) I'l I'l {1 (J. ¥ ¥ 1 Q I Q ¥ dY2 (t) 
dt24192(1-U2(t))一(sl十F2)17 (3.13) 
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となる.式 (3.13)はslと/32が対称なので， ビル卜アップ過程の第 1段階と
第 2段階の比率を入れ換えても最終的に得るビルトアップ曲線は基本的に
変化しないことがわかる.このことはビルトアップの基本曲線，。2(t)=1- 32e-FIt+ PI A-321 
s2 -131 グ2- sl 
(3.14) 
の導出のところでで示したことと同じである.
2階微分方程式 (:3.13)の意味は，物理の世界で使われる辺動方程式と
の対応を考えると次のように解釈できる.ある質量 m の物体があり，物体
にかかる力を Fとおき力によって発生する加速度を αと書けば，運動方程
式は
F = rnα 
と書ける. ビルトアップ曲線では物体の質量に対応するものが想定し難い
ので m 二 lとすれば， ビルトアップの加速度ぱはビルトアップ率の変化
をもたらす力 Fと等しい.そこで式 (3.13)に注目すると， ビルトアップを
進める力 Fは，まだビルトアップしていない地区の比率 (1-ぬれ))のsIs2
倍に常に正に効く力と，ビルトアップ率の変化速度必(t)のsl+グ2倍に常に
負方向に効く力の和によって与えられるとわかる.前者の力はビルトアッ
プ率が大きくなって 1に近づけば、近づくほど小さくなるし，後者の力はビ
ルトアップ速度が最大のときに最も大きい.
この微分方程式はパネの微分方程式と同じ形である.パネの微分方不玉E
は付録 3.Aで説明するが，これと比較すれば， 1 -Y2(t)に比例する力は
“ノくネ係数"に対応でき，バネが引っ張られれば，引っ張られるほど，復
元しようとする力が強く働くことと類似する. ビルトアップ曲線での“復
元'はビルトアップ率が 1に向かうことに対応している.またビルトアッ
プの変化速度に比例する力は“抵抗係数"に対応でき，変化のスピードが
速ければ速いほど摩擦抵抗などが強く働くことに対応する.
なおバネは一般的には振動するが，粘性の強い液体の中で動かした場A
など特殊な条件下では振動しない.本研究のビルトアップモデルは振動し
ないパネの運動に対応し，係数グ1，s2の制約により振動しないことは保証さ
れている.
これらの力の影響は具体的にビルトアップ曲線のどこに現われているか
をみよう. もしもビルトアップ率の変化速度がゼロの時点ならば働く力は
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1. 0 sl +去
O. 5 
~+一sl . s2
〆
O 20 40 
βl 
O 
図 3.7:ビルトアップ曲線の大局的な把握 図3.9:s1+1/s1の変化傾向
1. 0 .， '・ 1. 0 
C(β'1 = 0.0ら仇=0.16) 
(sl = 1.0， s2= 0.053) 
0.5 O. 5 
K 
(sl = 0.1， s2= 0.1) B(s1 = 0.12，s2 = 0.1667) 
O 
40 O 20 40 
図 3.8:ビルトアップの勢いが等しいビルトアッフ@曲線 図3.10:係数の比例的変化と反比例的変化
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横軸に yo.縦軸にめをとり，基本曲線に対応する相平面のビルトアッ
プ曲線を書いたのが図 3.12(a.)である. ビルトアップモデルの定義域は図
3.12(a)では直角 2等辺三角形 ABOの内側で表わされる.そして，地区の
任意の状態は三角形 ABOの中の一点で対応できる.ここでは，一点から
辺ABへの縦軸方向の長さにビルトアップ見込率が現われる 2 基本曲線は
最初は全域が未開発地区なので，頂点 Bが時間的な出発点、となる.そして，
未開発地区準が減少するにつれビルトアップ率が増加し，矢印の方向へ進
んで最終的に頂点 Aに収束する.例えばグlが大きくグ2が小さいならば¥未
開発地区は速やかにビルトアップ見込地区に変化するが， ビルトアップ見
込地区からビルトアップ地区への変化は遅い.すると全体を通してビル ト
アップ見込率が高いので，相平面では図 3.12(b)のように辺 ABと曲線と
の巾が広くなる.
相平面では時間は無関係となっているため，時間的前後関係にあるビル
トアップ曲線は同じ曲線上に位置する.例えば図 3.1の4本のビルトアップ
曲線の t==たの時の状態は，図 3.12(a.)の黒丸の位置に対応する.初期ビル
トアッフ。率を表わす任意定数μをOから 0.8まで 0.2刻みで与えたときの相
平面のビルトアップ曲線を図 3.13に表わす.各曲線と辺 ABでできる半月
形を見ると，すべて相似関係にあるとわかる.ビルトアッフ。進行の最初の
時点、である斜辺上の点では，未開発地区率がビルトアップ見込地区に変化
して減少するが，ビルトアップは進まないので横軸方向に曲線は変化する.
時間が経過して， ビルトアップ見込地区が生まれてからビルトアップも進
んでいく.なお，図 3.13からも明らかな通り，各曲線は交わらない.これ
は，係数slうんが共通のため. 1時点の状況によって曲線が全て決まるから
である.
ビルトアップ曲線としての意味を持つ最初の時点は三角形 ABOの辺
ABうBOで表わされる.辺 ABを最初の時点とするビル トアップ曲線は最
初からビルトアップ地区が存在した地区であるし，辺 BOを最初の時点と
するビルトアップ曲線は最初はビルトアップ見込地区が存在した場合に対
応する.そして頂点 Oを最初の点とするビルトアップ曲線は最初から全域
がビルトアップ見込地区なので定数項っき指数曲線となる.
32節で議論した初期ビルトアップ率が負の場合もここで解釈できる.
2辺ABは傾き lなので横軸方向でも同じである.
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ピル卜アッフ
O 1 
(a.)ム==0.15うs2ニ 0.12
A 
O 
(b)ム==0.6うs2= 0.12 
図 3.12 ビルトアップ率と未開発地区率の相平面と基本曲線
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線は
α 々 _r<. 1 
νめ似川2バ山(収ωtり)=: 1ト一 引←一一でてづεe-P一叩叩ρ
“一 i
(3.25) 
となる.ここでslを異なる値グlに変え，係数の比例定数をそのまま使って
ん=d]とおき，さらに T=:合tと書くと， 係数が比例関係にあるビルト
アップ曲線は，
Y2(L) =: 1 -Cl一三プ-sIT_ C2e-s1T 
a -1 
(3.26) 
と書ける 式 (3.25)と式 (3.26)の違いは時間の経過の早さが伊に変化し
ているだけである.
なお， ビルトアップの勢い 1/sl十1/んが共通なビルトアップ曲線は図
3.15のように相平面上では形が大きく変わる.図 3.15は 1/sl十 1/んを 20
に也|定し， slを 0.06から 0.01刻みに 0.2まで変化させて曲線を書いた.
sl =: 0.06の場合はs2=: 0.3と相対的に大きいのでビル トアップ見込地区
はすぐビルトアップ地区に変化し， ビルトアップ見込地区の比率は常に小
さい.逆にslニ 0.2の場合はs2二 0.067と相対的に小さいのでビルトアッ
プ見込地区が広くなる. ビルトアップの勢いが共通なビルトアップ曲線は
時間経過と， ビル トアップ率の変化傾向が似ているのであり， ビルトアッ
プ率と未開発地区率の関係が似ない.
係数s1が非常に大きい場合，んが非常に大きい場合の相平面のビルト
アッフ。曲線は図 3.16(aト(b)のように直線的になる.これらのビルトアップ
曲線は定数項付き指数曲線に近い形となる .図 3.16(a)の場合は辺 OAに
速やかに近づくし，図 3.16(b)の場合は辺 ABからほとんど離れない. 2 
つの相平面のビルトアップ曲線は大きく異なるが，それぞれ 5本の曲線は
横軸を時間にすれば 1対 1に対応する.
取後にビルトアップ曲線の変曲点に注目し，変曲点を持つビルトアップ
曲線は相平面でどの範囲を通るビルトアップ曲線となるのかを吟味する.基
本曲線に初期ビルトアッフ。率μのみ加えたビルトアップ曲線は式 (3.5)で，
Y2 (t) =: 1一(1-μ)(F2e-FIt-FIe-32f) 
グ2-sl - s2 -sl 
と得た.このビルトアップ曲線は相平面上では辺 A.Bとその延長線上を出
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B 
O 
図 3.15:ビル卜アップの勢いが等しい相平面のビルトアップ曲線、
発点とし，変曲点の時刻 fはμに無関係に，
t* =: ~og s2 -log sl 
グ2- Pl
である.すると，変由点でのビルトアップ率め(t*)の値は
I (/31¥ポ訂 ( s2¥ポ石|Y2(t*) =: 1 -(1 -μ)¥[':1)-.+[r:L). - ~ (3.27) 
1¥/32) . ¥sl) 
となる .μが正のときは Y2(t*)> 0なので，曲線が変曲点を持つのは明らか
であるが?μが負の場合，ビルトアップ曲線が変由点を持つ場合と持たない
場合がある.変曲点の有無もグ1とんの比で決まるので，s2二 αβ1(0 <α< 1 
とする)とおくと，式 (:3.27)は
Y2 (t *) =: 1一(1-μ){ 0古 +α市}
となり， ここから Y2(tつ>0をとくと結局，
μ>1-
α I-a 十 G亡E
.59 
(:3.28) 
(3.29 ) 

B 
O 
(sl二 s2= 0.14) 
図 3.18:sl =ん場合の相平面
3.5 まとめ
本章では複数のビルトアップ曲線の比較を念頭、において，曲線の意味を
分析した.
まず，微分方程式の係数;31うんが共通なビルトアップ曲線の相違を“基
本曲線からの時間的ずれ“初期ビルトアップ率"という，指標に分解し
た.またs1ぅs2が共通という条件下では，地区の合併で，曲線形の変化や共
通な係数の変化はおきないことを示した.これは，面積の異なる地区間の
比較も上記の 2つの指標で行なって矛盾がおきないことを意味する.
つぎに， ビルトアップモデルを 2階の微分方程式で書き直して，係数
sl・32の意味を考察した.すると， ビルトアップの基本曲線は“ビルトアッ
プの勢い"が等しいならば似た形になると明らかになった.
特に311Aを共通とした場合，以上をふまえた分析は次の 2つの利点を
持つ.まず，係数を地区別に求める場合より求めるべき係数の総数が少な
い.つまり係数を求めるにあたってのデータの自由度があがるので，より
信頼性のある数値を得ることができる.第 2に，地区間で共通な係数の数
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は地区の数に無関係なので，地区の数が増えるほど係数の推定値の信頼性
が上がる.よって，既存の方法ではデータの時点数が少ないため活用でき
なかった地区のデータも活かされるわけである.
更に， ビルトアップ率と未開発地区率の関係を直接的に表わす相平田方
程式を導入し曲線の比較方法を展開した.相平面では任意のビルトアップ
状況を平面上の一点で示すことができる.また I 2つのビルトアップ曲線
を合併二したビルトアップ曲線の変化傾向，曲線が変曲点を持つ場合の意味
も，相平面方程式を導入することで視覚的に理解できた.
次の 4I 5章では実際に複数地区のデータによる分析例を示す.そこで
は 3章の結果を次の手順で利用する
(1 )地区個別にビルトアップ曲線の係数を求め，“ビルトアップの勢い"で
地区を比較する.
(2)“ビルトアップの勢い"が似た地区を集め，いくつかの地区のグループ
を作る.
(3)地区のグループごとに，係数slぅ《は共通として， ビルトアップ曲線の
係数を求める.
(4)地区を“時間的なずれ“初期ビルトアップ率相平面上の位置で
整理・比較する.
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Chapter 4 
区画整理事業施行地区のビルトアップ過程
の分析
4.1 はじめに
この章では 2章，3章で提示したビルトアップ曲線を用いて首都圏の土地
x画整理事業施行地区のビルトアップ率の変化傾向を説明する.
ー地区画整理事業は，土地の区画性質の変更や公共施設の新設及び変更
を行ない，健全な住宅市街地の造成を行なうことを目的とする事業である.
事業計画の作成には，住宅市街地が形成されていく過程を的確にとらえ，
いつ， どのような環境整備を行うべきかを知る必要がある. ビルトアップ
曲線は住宅市街地の形成過程を知るための基本的な道具となるであろう.
ところで土地区画整理事業の事例では，事業完了後相当時間が経過し
ても市街化が進まない場合が珍しくない.このことの大きな原因は，土地
区画整理事業が市街化の基盤整備を行なうだけで，市街化を直接促しはし
ないことにあると思われる.土地区画整理事業は市街化が進むための基礎
を整えるだけで，市街化の条件には，地区の位置，交通条件，土地所有者
の意向など様々な要因が存在するのである. したがって，これらの条件に
よって，区画整理事業施行後のビルトアップの傾向に違いがでるのは当然、
である.
このような市街化が進まない場合(もう少し厳密には市街化が進行速
度が複数の地区間での標準より遅い場合)を[市街化のおくれ jと呼び，
l石田，波多野 (1982)].[波多野 (1983)]において，事例研究がなされた.
[石田，波多野 (1982)]では[市街化のおくれJをデータの分析によって 3
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種類に分類している.第 1は“全面おくれ"であり，ほとんど全く市街化
が進行しない状況である.第 2は“地区的おくれ"であり区画整理地区の
中で地区的にまとまって市街化しない部分が存在する状況を指す.そして
第 3は“混在的おくれ"であり市街化が早く進む地区と市街化が進まない
地区とが小規模な範囲で混在している状況である.そして市街化の遅れの
概念の吟味を行なうとともに，市街化のおくれはやむをえない状況として
も，地区のおくれの状況を，計画的対処が比較的容易な“地区的おくれ"
に導くことが望ましいと結論つけている.
本章では[石田，波多野 (1982)]によるところの“地区的おくれ “混
在的おくれ"が生じている区画整理事業地区を対象とする.“全面おくれ"
は全く市街化が進まないので他の地区との区別はデータ(例えば図 4.1)か
ら簡単にできる. しかし，“地区的おくれ"や“混在的おくれ"の状況で
は地区の中でどの程度の比率が市街化進行中なのか知ることは，単にグラ
フを見ただけでは無理である.そこで，区画整理事業地区の市街化状況を，
2章で議論したビルトアップ曲線による数理的なアブローチで分析するわ
けである.
区画整理事業施行地区のビルトアップ傾向の調査は建設省などによって，
現地調査，航空写真撮影等によってなされている.一つの地区の長期的な
ビルトアップ面積のデータを得ることは大変な労力を要するので，個々の
地区に関する多時点の調査データは少ない場合が多い.本研究では 3立で
示した複数地区のデータを統合する分析方法で，個々の地区でのデータ不
足に対処する. また， この方法では， ビルトアツフプ.曲線に
共通な傾向"を表す係数を考えるので'従来とは異なる見地で分析できる.
従来の区画整理事業地区を対象としたビルトアップ率の推移の数理的な
研究の多くは，定数項付き指数関数，ロジスティック関数またはワイブル
関数が用いられてきた(例えば，村橋 (1989)，難波・大森 (1989)，西川
(1985)) . しかし，曲線の当てはまりは十分ではなく，またこれらの曲線を
用いる根拠はほとんど議論されてこなかった.
本章では 4.2節で利用する区画整理事業地区のビルトアップ率の変化
データの概要と，どのように利用したかを述べる.そして， 4.3節でデー
タのビルトアップ曲線への具体的なあてはめ方を論じた上で，実際にあて
はめた結果を示し地区の比較による吟味を行なう.区画整理地区のビルト
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時点データの地区がいくつあっても地区共通の係数ßl~s2は決定できない.
これに対し時点数が 3以上ならば，地区単独では係数を特定できないが，
地区の数が十分あればslうんを含め全係数を決定できる.つまり，時点数が
3以上の地区のデータは，グループに共通な係数グlうんの決定に影響力を
持っているわけである.
35地区のうち，以上の基準によっておヶ所の地区が選ばれた.表 4.1に
26地区の区画整理事業認可時からのビルトアップ率のデータを示す.ここ
で記号“ど'より後が計算に使うデータである.基準 (1)によって，全体の
8割にあたる 21地区で最初の何年かのデータが除かれた.地区[東京 2]， 
l東京 3]のように使用収益指定後のデータの一部も計算からはずれた例も
でた.地区[東京 2]は事業認可後 5年間で1.6%しかビルトアップが進ん
でいない.また地区[千葉 4]のように事業認可後 6年間で 0.8%しかビル
トアップが進まなかったのが使用収益後の 6年間で 33%も進んだ例も見ら
れる.図 4.1に表 4.1をグラフにして示す.
~ 4.1を見ると，全地区のビルトアップ率は増加傾向にあること，あま
り変化がない状態から激しい変化へ急に変化傾向が変わった地区がいくつ
かあることがすぐわかる.例えば，図 4.1で地区[千葉 4]のビルトアップ傾
向の急な変化が目立っている.基準 (1)によってこのようなパターンの前
半部や，図 4.1で 4，5年 目までに多くみられるビルトアップ率がほとんど増
加しない時期のデータは除かれた.基準 (1)によってデータを除いた結果
を図 4.2に示す.図 4.2を見ただけでは，全地区のビル トアップ率が増加傾
向にあることがわかる程度で特別の傾向は分からない.従来の研究の多く
はこの錯綜したデータを「組合施工か公共団体による施工か」ヲ「都市の大
きさによって分類したらどうか」ヲ「商業施設や舗装等の基盤整備状況はど
うか」等の外生的に与えた情報によって分析するにとどまっていた([土
肥他 (1982)]，[村橋 (1989)]，[前田 (1981)]など).本章では逆に曲線の傾
向から地区の違いを見いだそうとしているところに一つの特色がある.な
お，各地区データの利用時点数と，面積 ・ディベロッパーの事業化状況 ・
路線名が公開されている地区の情報を表 4.2に示す.
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表 4.1:区画整理事業施行地区のビルトアップ率の推移
地区名 認可年 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目
8年目 9年目 ]0年目 11年目 ]2年目
東尽] 上JO.60 10.60 ] 5.35 15.35 16.60 20.イl
東京 2 7.40 7.40 8.31 8.48 8.73 9.04 よ10.16
12.28 13.51 13.87 
東京 3 17.60 1 i .60 18.94 19.29 J.19.61 20.23 21.87 
24.14 25.41 26.80 
東京 4 15.50 15.50 ] 5.50 15.50 よ15.72 15.72 20.29 
神奈川] よ38.00 40.89 44.24 50.03 53.11 57.71 62.38 
70.16 73.80 74.47 76.10 
干葉 1 5.60 5.60 5.69 よ 5.83 7.53 8.54 16.61 
23.67 28.20 34.58 
千葉 2 8.]0 8.10 8.1 0 8.10 よ 8.]0 9.67 17.50 
27.19 31.01 35.18 
千葉 3 6.]0 6.]0 6.] 0 上 6.]0 6.80 17.56 22.52 
29.81 36.31 39.61 
千葉 4 ]9.20 ]9.20 ]9.50 ]9.50 19.93 よ20.04 20.19 
32.69 イ2.90 53.39 
千葉 5 ] 1.50 11.50 ] 1.50 ] 1.50 よ]1.50 11.50 13.72 
23.35 27.24 31.54 
千葉 6 7.80 7.80 7.80 7.94 9.14 よ 9.37 10.56 
13.47 17.03 21.53 25.66 
埼玉 1 17.40 1i.40 ]8.43 18.80 上]9.14 19.59 22.83 
27.65 29.84 33.13 35.06 
埼玉 2 29.90 29.90 よ30.04 30.90 32.23 34.03 
埼玉 3 ]7.90 17.90 17.95 よ19.02 ] 9 .48 23.39 25.79 
29.33 35.66 
埼玉 4 5.60 よ 5.60 5.65 7. 73 11.84 23.58 29.96 
埼玉 5 ]3.70 ]3.85 14.]3 ]5.30 15.89 よ16.14 16.88 
19.80 21.52 
埼玉 6 よ50.60 53.27 53.42 54..70 56.53 
埼玉 7 25.40 25.83 よ26.74 27.82 30.72 33.89 38.07 
44.51 4ι54 
埼玉 8 25.]0 25.] 0 25.10 25.]0 25.10 25.]0 上25.]0
28.02 29.75 31.69 
埼玉 9 よ]9 .]0 ]9.] 0 21.95 24.86 24.92 25.56 26.76 
埼玉 ]0 3.10 3.10 よ 3.10 4.32 5.46 
埼玉 11 0.20 よ 0.20 1.24 4.67 8.75 
埼玉 12 上 0.80 5.45 5.45 6.36 
埼玉 ]3 ]5.00 15目。 ]5.89 よ16.77 17.85 21.39 27.48 
33.65 35.90 
埼玉 14 6.50 6.50 6.86 よ 7.]3 8.66 10.74 13.89 
埼玉 ]S 21.60 21.60 22.74 上22.82 23.29 26.47 30.46 
39.64 49.04 51.95 
(基準 (1)によって記号上以降のデータを計算に使った.
また斜体の数値は，使用収益指定後の値の変化を示す)
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7年目
(%) 
10.80 
23.18 
66.85 
20.06 
22.25 
27.23 
26.14 
18.17 
12.23 
24..59 
28.54 
18.39 
42.12 
25.29 
32.31 
30.39 
17.20 
34.28 

長4.2:区画整理事担包行地区の属性
地区名 有効データ数 開発業者の参加 回責 沿線名，最寄り駅名
東京 1 6 ]0%未満 京王線
東京2 5 10'7<，未満 83.9ha 京王線:めじろ台
東京3 7 ]0%未満 京王線
東京4 3 京ヨ乙線
神奈川 1 12 ]0%未満 小田急~%j事
千葉 1 8 10%以上 l.5.4ha 常磐線:馬橋
千葉2 7 ]0%未満 7.6ha 常磐線:馬橋
千葉3 8 10%以上 13.6ha 常磐線:馬橋
千葉4 6 10%以上 26.7ha 京成線:臼井
千葉5 10%以上 ※ 内房線
千葉6 7 ]0%未満 ※ 内房線
埼玉 1 S 
埼玉2 4 
埼玉3 10%未満
埼玉4 6 10%以上 4.5.8ha 東武野回線:八木崎
埼玉5 5 10%未満
埼玉 6 5 
埼玉7 8 10¥'7"未満
埼玉 8 5 ]0男未満
埼玉 9 S 10%未満
埼玉 10 3 ]0%未満
埼玉 11 4 川越線
埼玉 12 4 
埼玉 13
埼玉 14 5 
埼玉 15 8 10%未満 130.8ha 東武東」コ線:坂戸
※(千葉 5，6を合わせて酎責が 139.2haであることがわかっている.)
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4.3 データのあてはめ
この節では， ビルトアップ曲線に表 4.1のデータをあてはめる具体的方
法とその結果を述べる.最初にデータが 7時点以上存在する地区に往目し
地区別にsl，のを含む全係数を求め考察を行なう.そして，その結果をふま
え，地区のグループを作り分析を行なう.
本章の分析によって図 4.2のデータは図 4.3のように整理できる.図 4.3
では横軸上で右に位置する自治体ほどビルトアップ率の進行族度が速いこ
と，変化傾向が交錯しているデータが少ないことがわかるであろう.図 4.3
の意味は後で述べるが，この図の上では各々の地区の曲線の意味がはっき
りする.
4.3.1 データのあてはめ方法
まず，データのあてはめ方法を述べる.地区別に係数を求める場合を想
定し，地区 iのビルトアップ曲線の 4つの係数をグ;ヲPi?C17Ciとおく.現実
のデータとあてはめたビルトアップ曲線の聞には必ず残差が介在するので，
地区九時点 jのデータの推定曲線との残差をε;とおけばビルトアップ曲線
は次に書ける.
y;=1-ciF;ε-F;1-cie-331+ε: 
L Jj-Pi &1 (4.1 ) 
この式を残差項ε;でとき，データの時点数を 1niと書いて，全時点について
残差項の 2乗和 Siを求めれば，
ふ=乞(ε~)2
t二 l
乞(ν;-1+czF2ε-si t + C~ e -ß~ t)2 ( 4.2) 
t=llpi-Fi 
となる.係数を地区別に求めるときはこのふの最小化を行なう.一方，地
区のグループを作り，グループ内でs1，s2は共通として係数を求めるとき
は，グループの地区の数を nとおき，共通な微分方程式上の係数をグ1，s2 
とそのまま 書けば，最小化を行なう残差 2乗和 Sは
s = 乞乞 (ε~)2
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図 4.5:地区[埼玉1Jと[埼玉9Jのビルトアップ曲線とデータ
t 
はっきりわかる.各地区のビル トアップの勢いを線上に並べて図 4.7に示
す.地区[東京 3]を除くと， ビルトアップの勢いは最大で地区[埼玉 9]の
28年と大きくはない.本章のデータはビルトアッフ。率変化の一般的データ
ではなく，全地区が土地区画整理事業地区であること，首都圏の郊外に位
置することの 2点で共通である.これらビルトアップの勢いの相違をどう
見るかは議論の余地があるが，各地区のデータ数 r71iも最大で 12時点で決
してデータの数も多くないので，次に 26地区を一つのグループと考えて
係数slぅ仇を共通として全係数を求めなおすことにした.
O 
図 4.6:地区[東京3Jと[埼玉川のビルトアップ曲線とデータ
東京 3
•• .:;・ ・ • • 4.3.3 係数んうんを共通としたときの係数推定結果
係数slうんを地区間で共通とする仮定は一面で大胆な仮説とみなされよ
うが，区画整理事業地区のデータを分析する上で二つの利点を持つ.第一
に係数sl~んが共通ならば、'全地区を時間のずれ7 と初期ビル トアップ率μ
で整理できるので地区の整理分類が明解にできる.第二の利点はデータの
時点数が少ない地区についてもビルトアップ曲線を求めることが可能とな
ることにある.
10 20 30 40 O 
(白丸は共通のグ1，s2によるビルトアップの勢い)
図4.i:地区別のビルトアップの勢い
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t 
をアニ Oとして計算しなおして記した.また， ここでは曲紘の形が似てい
る地区を区切って示した.
表 4.5の初期状態によって地区の曲線形は一意に決まる.木研究で使っ
ているデータは属性が不明な地区が多いが，表 4.5を見ると属性との関係
について次の 2点がわかった.第一にディベロッパーの参加率が大きい地
区の曲線は最初の状態でビルトアップ見込地区が存在する曲線になる場合
が多い.ディベロッパーがビルトアップ面積の 10%以上に関与している 6
地区のうち 5地区は最初からビルトアップ見込地区が存在するグループに
分類された.残りの 1地区もビルトアップ見込地区を最初から持つ曲線に
近い形となった.第 2に面積のわかっている地区の中では，面積が大きい
地区は初期ビルトアップ率が大きいという傾向が見える.これら 2点のこ
とは 3.2節で予想したことであり，曲線の変化傾向から地区の属性がある
程度わかったわけである.
初期状態が似ている地区は，時間のずれァの比較によって地区間の時間
的な前後関係を考察できる.例えば¥地区[東京 2]と[埼玉 14]のビルト
アップ曲線はほぼ同じであるが， [東京 2]は[埼玉 14]の変化傾向を約 3.5
年先取りしているといえる.
表4.5は相平面を使えば図4.10で表現できる.図 4.10では初期ビルトアッ
プ率で決まる曲線の上に，各地区のデータの最初の時点をマークした.初
期ビルトアップ率，時間のずれの 2点が異なる地区の比較も相平面上で可
能である.
表 4.5を一枚の図に表わしたのが先に示した図 4.3である 1 図 4.3に各地
区の曲線も描くと，図が混乱して見づらくなる .そこで表 4.5，図 4.10を
参考にして，曲線の初期ビルトアップ率が比較的似ている地区の組を選び
出し分析を進める.地区の組の中では初期ビルトアップ率が等しく，時間
のずれァだけが違うと仮定して，統ーした曲線上にそのデータを載せた例
が図 4.11--図 4.18である.
図4.11は最初の状態でのビルトアップ見込地区が 65%の2地区の曲線で
あり，この曲線は変曲点をもたない.地区[千葉 4]のデータは，あてはめた
曲線よりビルトアップ率の上昇が激しいようにみえるが， ビルトアップ率
1地区!神奈川 1]， [千葉4Jは表 4.5のデータを見るとわかるように，データの最初の時点が横車血上でもっ
と右に位置する.図 4.3では全データを l枚に載せるために，位置を横に移動して描いた
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図 4.8:地区[東京3]の2通りのビルトアップ曲線とデータ
?
「?
???
??? ?
•• 
80 
60 
40 
の
2 o. 
① 。
r---r 
O 5 10 15 20 
図 4.9:地区[埼玉 15]の2通りのビルトアップ曲線とデータ
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(最初の時点でビルトアップ見込地区が 33%前後のグループ)
図4.12:ビルトアップ曲線とデータのあてはまり
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(最初の時点でビルトアップ地区が 3%前後のグループ)
図4.14:ビルトアップ曲線とデータのあてはまり
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(最初の時点でビルトアップ見込地区が 10%前後のグループ)
図 4.13:ビルトアップ曲線とデータのあてはまり
o 5 10 
(最初の時点でビルトアップ地区が 10%前後の グループ)
図4.15:ビルトアップ曲線とデータのあてはまり
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プ率によって推定できょう.なお，地区[千葉 1]は 10%以上， [埼玉 15]は
10%未満，開発業者が参加している.図 4.12，図 4.13のビルトアップ曲線
は変山点を持っているが，全体的な曲線形としては変曲点を持たない場合
の変化傾向に近い. 3.2節で，ディベロッパーによる開発が激しい地区の
曲線はビルトアップ見込地区を初期状態で大きくもつ可能性が高いという
結論を得たが，現実データでもそれと一致する結果を得た.
図4.14は初期ビルトアップ率が 3%の地区の曲線であり， ビルトアップ
の某本曲線に最も近い.
刈 4.15は初期ビルトアップ率が 10%前後の地区の組である.そして図
4.16は初期ビルトアップ率が 15%前後である 2地区の曲線である.都内京王
線沿線の 4地区のうち， 3地区はどちらかに属した.また図 4.17と図 4.18
はそれぞれ初期ビルトアップ率が 20%，25%の曲線である.これらの図の
地区では 10%以上業者が参加した地区が 5地区，参加無しが 1地区で業者
の参加は多くない.更に図 4.17より初期ビルトアップ率が高い 2地区[埼
、2]，[椅玉6]には業者は参加していない.このように最初の時点でビル
トアップ見込地区がある巾線とは反対の傾向がみられる.なお図 4.15----図
4.18の曲線は図 4.14の曲線を縦軸方向に圧縮した形になっている.
これらの曲線を組にならない単独の地区も含めてまとめて表わしたのが
図 4.19及び図 4.20である.図 4.19は最初の状態でビルトアップ見込地区が
存在する地区群であり，上から最初に状態におけるビルトアップ見込率が
65%， 33%， 10%の曲線である.最初のビルトアップ見込率が高いほど， ビ
ルトアップ速度も速い.
図4.20は初期ビルトアップ地区が正の地区群であり，上から初期ビルト
アップ率が 51%， 30%， 15%， 10%， 3%の曲線である.以上のように時間
のずれ，初期ビルトアップ率による分析は，地区を曲線上の前後関係，曲線
の出発点の相違という 2つの軸による分類，整理を可能とする.係数slヲグ2
を地区別にしたままでは，このように整理して地区を示すのは不可能であ
る.全地区が係数slうんが共通で、あるという仮定は妥当性が十分でないかも
しれないが，この仮定によって以上の分析が可能となったわけである.
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図 4.19:ビルトアップ曲線とデータのあてはまり
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図 4.20:ビルトアップ曲線とデータのあてはまり
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本章で抜った土地区画整理地区のデータでslうんを全地区に共通と仮定
した場合，この方法で求めた曲線とデータの残差は，準ニュートン法を使っ
た場合の 2倍程度となった.
なお，式(4 .4)での値 Z;'+2 / Z~ ぅ Z;+i / z; はビルトアップ傾向の一時的な変
化に大きく影響される.そのためデータをスムージング処理した方が，式
(4.3)の残差 2乗和がより小さい係数値を得ると経験的にわかった.スムー
ジング処理とは，例えば、，データ
(yLuL-.7UL.) 
を
(ν+ν2 + Y~ Y2 + Y3 + Y~ Y丸一2+ Y~i-l + Y~i 
3 ヲ 3 う 3
と変換し，変化をなめらかにする方法である 2 この処理の結果，最小 2乗
法で使えるデータの個数は減るが一時的なデータの凹凸は全体の変化傾向
の中に吸収される.
23時点、とは限らず，いくつかの連続したデータを平均化して利用する ことがスムージング処理と呼ばれ
る.
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Chapter 5 
首都圏自治体の人口増加曲線
5.1 はじめに
本章ではビルトアップ曲線を利用して，首都圏自治体の人口密度増加傾
向を分析する.人口密度は自治体のような比較的広い地域の市街地密度の
指標として使われることが多い l都市計画研究会 (1987)]. 
ビルトアップ地区の人口密度を考えよう.小面積のビルトアップ地区の
人口密度は区画の大きさや，世帯の平均構成人数の相違によって様々な値
をとるかもしれないが，広いビルトアップ地区または多くのビルトアップ
地区を集めた場合では，人口密度が高い地区，低い地区が過不足を相jl.， ¥あ
い，小地区の場合よりも，その人口密度は安定していると思われる.する
と，自治体のような広い地域を対象とした場合，その中に散在するビルト
アップ地区の総面積は大きいので， ビルトアップ率と人口密度は比例関係
にあるかもしれない.
周辺よりも全体的に人口密度が高いと考えられる都心に近接した自治体
では，例外があるかもしれないが，郊外の範囲であれば， ビルトアップ面
積と人口は自治体単位で比例関係にあると仮定することにした.この仮定
をおくと，人口密度増加曲線として 2章で提示したビルトアップ曲線が利
用できる.
従来の人口密度増加傾向の数理的研究では，単純なモデルによって人口
密度増加曲線を導き，その係数の大小関係によって都市聞の比較を行うも
のが中心であった [山口 (1989)].従来でも，ビルトアップ率と人口は相関し
た傾向にあると考えられてきたためか，人口密度増加曲線としてもビルト
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図 5')，埼玉県自治体の人口密度変化(昭和 2.5-60年，者民、70km圏)
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この理由としては，周辺ほと都心への通勤可能地区が狭く住宅地が限られ
た範囲にしかできないこと，周辺ほど地価が安いなどの理由のため，建ぺ
い率，容積率が低く， ビルトアップ面積あたりの人口が少ないことが考え
られる.
しかし，都心 10k111閤など，都心に近接した地域ではマンションなどに
よる土地の高度利用がめだつが， 2010n圏以遠では都心からの距離に関わ
らず駅前なとでは極端な密度の相違は見られないように恩われる.都心か
ら離れた自治体ほど人口密度が低いことの重要な要素は，離れるほどビル
トアップ可能面積が狭いことではないだろうか.
そこで， ビルトアップ地区の人口密度は場所によらず安定していると
いう仮定をおいてモデルを人口密度に置き換えて再構成する.ある自治体
のビルトアップ可能面積を 8bとおき，ビルトアップ地区の人口密度を入(人
/hα)とおく.そして人口をP(t)と書けば，時間のず、れT，初期ビルトアッ
フ。率μを用いて 3.2節で提示したビルトアップ曲線 (3.6)を次の人口の式に
一き換えることができる.
P(t) = 8l，入 Y2(t)
一 5b 入~1 一 (1 一 μ )(~ ε 一A川(れ川1l¥¥s2一 sl s2一 sl- ) J 
なお，ここでのビルトアップ可能面積とは，土地が物理的に建築可能か
ということだけでなく，都心や地方中心都市への通勤地区として開発され
る可能性が現実的にあるかといった，社会的な要素を含んで考えている.
例えば都心への通勤に 4時間もかかるような位置に広い土地があるとして
も，就業地が都心しかないならば，そこはビルトアップ可能面積に含まれ
ない. ビル卜アップ可能面積の自治体面積に対する比率は，都心から遠い
ほど小さいと考えられる.
更に自治体の面積を 8，人口密度を ])2(t)とおき，式を Sで割れば人口
密度増加曲線
われ)ニゴパl一(1-μ)(~ ε-sl(t+T) sl 州 t叶}.(5.2) 
l~ \~ ，1¥s2-sl- ß2-ßl~ )J 
を得る.
この， ビルトアップ曲線を人口密度増加曲線に置き換える過程で加わっ
た係数 8b入/8はビルトアッフ。可能地区がすべてビルトアップ地区になった
104 
ときの人口密度を表わすので， これを“最終人口密度 pJと1手び，
ド 3入 ( 5.3) 
と書く.最終人口密度は社会の趨勢が現在の延長線上に進んだときの最終
的な人口密度である.最終人口密度で自治体を比較する場合，自治体によっ
て係数入が異なるとしても，それは Peの中に吸収されるので比較は単純に
できる.
なお，t +ァ=0とおいて，式 (5.2)に代入すれば¥基本曲線で t= 0の
ときの人口密度を
po二3入μ (5.4) 
と得るので，これを“初期人口密度ptと呼ぶ.すると人口密度増加曲線
は初期人口密度と最終人口密度を結ぶ曲線とわかる.任意に初期人口密度
と最終人口密度が与えられれば，その聞を結ぶ変化傾向は係数グ1，んによっ
て一意に決まる.
人口密度増加曲線の分析では 3章で説明した性質，時間のずれ，初期ビ
ルトアップ率， ビルトアップの勢いに加え，最終人口密度(またはビルト
アップ可能面積)で分析がなされる.また新たに加わった係数， 12終人 U
密度は自治体固有の定数なので， ビルトアップ曲線同様，人口密度増加山
線は合併可能性も持つ.また相平面方程式を利用した分析も 42Eと同じよ
うにできる.
人口密度増加曲線は， [最終人口密度]x[ビルトアップ率!という形で構
成されている. ビルトアップ率の項は時点 tでの人口密度の最終人口密度
に対する比率を表わしているので，本章ではビルトアッフ。曲線にあたる項
を“人口充足率"と呼び，係数μを“初期人口比率"と呼ぶことにする.ま
た， ビルトアップの勢いも“人口増加の勢い"と呼び方を改める.
4章と同様に初期人口密度が負の場合もあるが，本章ではその場合は人
口密度=0の時点を最初の時点として計算を行なうことにする.また，そ
のとき曲線の表示には初期人口比率の代わりに“初期人口見込率"3を使う
ことにする.なお，初期人口見込率は 4章でのビルトアップ見込率に対応
し，近い将来に増加すると見込まれる人口密度を表わす.
34章での“最初の時点でのヒソレトア yプ見込率"に相当する
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響を分析するために千葉県と都区部が混ざったグループを 2つ，栃木県で
都心 70km圏に位置する 2つの自治体があるので，群馬県と栃木県の自治
体が混在するグループ 1つ，例外として設けた.
(2)データの時点数が他に比して少ない自治体を含む場合， 4自治体を一つ
のグループとし，その他は 3または 4自治体で一つのグループにまとめる.
グループ分けの結果を図 5.5に示す.図 5.5でハッチングしてない地域が
対象範囲である. 3自治体のグループが 16ヶ所， 4自治体のグループが
50ヶ所の計 66グループとした.
データに対しては， 4章と同じく準ニュートン法による非線形最小 2乗
法を用いて係数推定を行なった.係数slヲグ2を入れ換えても式は本質的に同
じなので， 4章同様にsl<グ2を仮定した.具体的には式 (5.2)の形を用い，
バの単位が人口密度であることが 4章の場合と異なる.
まず自治体別の最終人口密度 Peを図 5.6に示す.最終人口密度は都心部
に近接した付近で最も高く東京都下，神奈川県東部，埼玉県南部がそれに
準じて高いという傾向を得た.首都圏の西側は交通施設が整備されている
上に，大河川など交通を阻害する要因がないため東側に比べ自治体全体の
開発がなされ易く最終人口密度が高いと考えられる.都心に隣接した自治
体の最終人口密度が高いのは当然とも思われるが，郊外でも坂戸市，牛久
市など一部の自治体で最終人口密度が高い値となった.これらの自治体は
周りの自治体より人口増加の伸びが激しいようである.
次にグループごとに求めた人口増加の勢い 1/ム+1/s2を図 5.7に示す.
人口増加の勢いは値が小さければ、小さいほど人口増加の勢いが激しいこと
を示す.人口増加の勢いは都心部に近接した付近で激しく，首都圏の西側
が中間的であり，東側が進みが遅いという傾向が図 5.7からわかる.この値
が非常に激しいグループ(杉並区，板橋区，練馬区)の例を図 5.8に示す.
図の横軸は昭和の年号ではなく基本曲線上の時間なので，各自治体の曲線
上で一番右にプロットした点が昭和 60年の人口密度を表わす.また杉並
X，板橋区は初期人口比率が負のため，図のように時間がある程度たった
時点、から描いた.人口増加の勢いは 9.6年と激しいので，各データは速や
かに最終人口密度に収束しているとわかる.逆に人口増加の勢いが非常に
遅いグループ(下総町，神崎町，大栄町)の人口密度増加曲線とデータを
図 5.9 に示す.人口増加の勢~¥は 750年なので，図の曲線の変化は非常に
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図 5.i:人口増加の勢い
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(小グループによる係数推定，1/sl+1/s2二 9.6年)
図 5.8:杉並区，板橋区，練馬区の人口密度増加曲線
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(小グループによる係数推定， 1/ム+1/s2ニ 750年)
図 5.9:下紙町，神崎町，大栄町の人口密度増加曲線
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表 5. 2 グループ II の人口密度曲線(都心からE鴎i~がある東海泡線沿線地域)
sl = 0.107 1 ゐ=0.091，人口増加の勢いニ 20.32年
自治体名 面積 最終人口密度初期人口 時間ずれ 昭和 60年人口
(km，2) (人/ha) 比率(%) (年) 充足率(%)
金沢区 30.4 68.2 29.7 -2.4 85.0 
戸塚区 94.6 74.2 11.1 -1.1 79.1 
横須賀市 99.5 48..3 57.6 -1.7 88.9 
平塚市 67.9 39.7 36.5 -1.2 85.4 
鎌倉市 39.5 51.8 44.] O. ] 85.i 
藤沢市 69.6 55.7 27.8 -0.6 84.6 
茅ヶ崎市 35.8 61.3 25.6 0.1 84.4 
逗子市 17.9 37.1 57.1 -1.0 87.1 
相模原市 90.8 68.4 11.9 -1.9 77.7 
-浦市 31.3 16.9 65.0 5.9 95.8 
秦野市 104.2 16.6 24.6 -3.7 82.1 
厚木市 92.9 22.9 16.4 -3.6 82.6 
大和市 28.6 80.5 12.4 -1.5 77.2 
伊勢原市 55.7 18.2 26.2 0ー.3 76.5 
海老名市 25.2 45.8 10.9 -3.0 80.7 
座間市 17.9 74.3 7.8 -1.9 75.0 
綾瀬市 22.2 44.2 2.0 3ー.7 72.4 
葉山 17.0 20.3 41.9 -3.1 84.6 
寒川 13.2 38.1 19.5 -2.6 79.8 
大磯 17.2 19.5 65.5 1ー.6 92.7 
一宮 9.0 38.9 36.1 つーつ 83.0 
中井 19.8 6.2 45.5 0.1 76.6 
大井 14.7 12.0 36.5 1ー.2 79.6 
松田 37.3 3.6 74.2 3.0 95.8 
開成 6.2 22.0 32.5 1ー.5 82.0 
愛川 34.1 13.5 28.2 -2.2 76.4 
城山 19.1 11.8 17.3 -3.8 85.1 
※初期人口比率の欄で、記号申がついた数値は，初期人口見込率を表わす.時間ずれも人口
密度=0の時点からの値である.
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表 5.3:グループIIの人口密度増加曲線(都心から距離があるrl央線沿線地j或)
β]二 0.0771ん =0.066、人口増加の勢い=28.03年
自治体名 面責 最終人口密度初期人口 時間ずれ H抗日 GO年人u
(km，2) (人/ha) 比率(%) (年) 充足率(%)
川越市 109.1 39.1 23.3 -2.4 66.9 
所沢市 71.8 60.1 12.3 つー つ 63.7 
飯能市 134.1 6.1 53.2 つーつ 82.0 
狭山市 49.7 48.0 10.7 -1.6 60.5 
入間市 44.8 39.2 19.1 -2.0 67.5 
坂戸市 41.1 42.3 11.4 -3.2 50.4 
ニ方 15.6 35.2 4.4 2.9 57.7 
毛呂山 33.7 15.3 19.6 3.2 66.8 
越生 40.2 3.4 72.0 -2.7 84.7 
鶴ヶ島 17.8 45.9 4.1 -4.8 60.6 
日高 47.3 18.0 18.5 つーつ 56.4 
川島 42.1 7.6 47.3 -0.5 62.1 
八王子市 187.8 32.7 2 . 10 1ー.6 69.4 
立川市 24.2 76.6 36.6 5.0 79.0 
青梅市 104.0 14.8 34.6 -3.4 72.2 
昭島市 17.2 71.6 23.9 G.6 7D.2 
町田市 71.5 68.6 10.5 0.8 G5.5 
日野市 27.1 82.9 9.4 3.3 69.4 
福生市 10.4 65.4 22.1 5.4 75.6 
武蔵村山市 15.2 66.0 9.8 -0.8 GO.6 
多摩市 20.7 J 03.] 0.4 -4..1 .57.) 
秋川市 22.1 32.2 18.1 -1.5 64.1 
羽村 9.8 76.9 12..3 -2..s 62.7 
瑞穂 16.8 20.8 31.0 0.1 77.3 
日の出 28.2 9.0 30.1 -3.0 62.3 
五日市 51.0 5.1 56.6 1.4 80.0 
※初期人口比率の欄で記号式がついた数値は，初期人口見込率を表わす. IJ寺問ずれも人口
密度=0の時点からの値である.
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表 5.6:グループVIの人口密度増加曲線(主として東北本線沿線地域)
;31 = 0.089 ， s'2_ = 0.070，人口増加の勢い=2.5.47年
自治体名 問責 品終人口密度初期人口 時間ずれ 昭和 60年人口
(km2) (人/ha) 比率(%) (年) 充足率(%)
古河市 21.0 29.3 74.4原 22.8 93.2 
結城市 65.2 10.3 55.3 -3.1 77.9 
八千代 57.8 5.1 74.5 -1.7 81.8 
総和 53.3 11.1 34.1 -1.8 69.7 
五霞 23.3 3.8 92.7 16.0 96.9 
50.2 10.2 34.0 -3.1 60.7 
猿島 31.9 5.8 73.9 2.4 84.2 
t克 46.3 6.8 67.6 2.0 83.2 
野木 30.4 8.7 36.9 -2.2 71.6 
藤岡(栃木県) 60.9 3.5 73.7 29.3 95.8 
館林市 60.8 14.7 62.2 0ー.8 84.0 
板倉 41.3 4.1 92.7 -1.6 93.3 
明和 19.1 5.8 89.6- 27.2 91.1 
加須市 58.8 10.5 67.3 0ー.6 82.1 
羽生市 59.3 9.7 74.6 -1.9 89.5 
久喜市 25.0 33.0 25.0 -2.9 71.0 
騎西 28.2 8.7 59.0 -0.7 71.2 
北川辺 21.0 7.2 51.2 0ー.5 67.2 
大利根 24.7 6.7 70.0 1.4 84.8 
宮代 16.3 27.9 21.2 -3.4 68.7 
臼岡 24.5 18.8 32.4 -2.9 74.1 
菖蒲 27.3 11.6 47.6 1.6 66.4 
栗橋 15.7 15.6 50.8 -0.6 82.1 
鷲宮 13.7 31.9 16.9 -2.4 59.8 
幸手 35.8 21.9 29.0 1ー.0 65.6 
杉戸 29.6 19.0 28.4 6.5.7 
庄和 28.5 17.1 27.8 -4.0 72.1 
※初期人口比率の欄で記号牢がついた数値は，初期人口見込率を表わす.時間ずれも人口
密度=0の時点からの値である.
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表 5.7:グループ VIJの人口密度増加曲線(常磐線沿線の都心近接地以)
自治体名
β]=0.132、ん =0.121，人口増加の勢い=15.80年
面責 最終人口密度初期人口 時間ずれ 昭和 60年人口
(km'2) (人/1日 比率(%) (年) 充足率(%)
竜ヶ崎市 74.5 6.8 65.4 2ー.1 96.6 
水海道市 79.6 5.2 89.G峨 23.3 101.2 
取手市 36.8 23.1 16.8 3ー.5 92.2 
岩井市 91.5 4.9 73.4 -2.4 9<:1..6 
新利根 29.6 5.4 48.6 3ー.4 55.8 
伊奈(茨城県) 46.7 6.0 84.3鍬 9.4 90.6 
谷和原 34.2 3.7 78.1 -0.4 91.0 
石下 43.9 5.0 63.0 14.0 97.3 
守谷 35.5 7.0 39.7 -3.5 96.1 
藤代 32.2 10.6 33.3 -2.5 87.7 
利根 25.0 12.7 24.2 -1. 7 62.2 
八潮市 18.1 45.0 15.8 0.3 83.0 
-郷市 30.4 40.5 3.9 -3.5 87.8 
吉川 31.0 16.7 25.8 -2.9 8<:1..2 
松戸市 61.2 79.7 10.8 -2. ] 87.G 
野田市 73.9 14.7 43.6 -3.5 97.8 
柏市 73.0 40.5 13.2 -2. ] 92..5 
流山市 35.3 37.8 9.0 -2.9 93.5 
我孫子市 44.1 27.8 11.5 -3.5 91.2 
鎌ヶ谷市 20.5 46.7 5.3 -2.7 89.4 
関宿 29.9 12.5 30.6 -1.4 66.8 
沼南 42.5 9.3 20.7 -3.5 96.8 
白井 35.2 10.3 1.3.7 -3.4 88.8 
足立区 53.3 123.3 28.3 8.6 94.8 
葛飾区 33.9 133.8 100.0・ 14.4 92.4 
※初期人口比率の欄で、記号本がついた数値は，初期人口見込率を表わす.時間ず、れも人口
密度=0の時点からの値である.
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表.5.8:グループvnrの人口密度増加曲線(都心から距離がある常磐線沿線地域)
sl = 0.0.54 1 ん =0.037，人口増加の勢い=4.5.55年
自治体名 間責 品終人口密度初期人口 時間ずれ 昭和 60年人口
(lcm2) (人/ha.) 比率(%) (年) 充足率(%)
土浦市 91.5 20..5 29.9 12.6 92.4 
下妻市 61.6 7.9 .54.8 8.1 67.3 
江戸崎 53.6 4.4 51.7 0.3 58.6 
美浦 70.7 6.0 16.5 4.6 33.2 
阿見 70.7 10.8 29.2 -1.0 49.3 
牛久市 59.2 23.3 9.5 -.5.5 37.6 
茎崎 27.9 37.2 5.3 -2.8 21.8 
桜川 34.0 2.7 70.4 38.8 88.9 
東 61.2 2.6 48.8 47.4 8.5.5 
出島 110.8 2.1 66.8 15.9 79.9 
千代田 49.3 7.7 66.6輩 18.0 60.5 
新治 34.1 3.4 71.1 1.3 78.2 
桜 35.0 54.8 4.1 -1.7 21.6 
谷田部 79.5 15.8 15.1 -3.3 29.7 
豊里 32.1 6.6 49.1 2.6 58.6 
筑波 77.1 3.3 49.3 52.9 89.5 
大穂 34.0 7.9 40.1 2.3 .50.6 
関城 34.9 6.1 59.0 17.7 76.3 
明野 47.0 4.8 60.9 22.2 79.6 
千代川 19.4 5.8 58.2 22.2 78.5 
成田市 130.5 17.4 18.2 1ー.3 34.0 
印西 .53.0 16.0 18.5 -2.7 27.5 
本埜 22.8 2.3 87.3 0.7 89.2 
栄 34.4 20.2 11.8 -3.5 20.5 
下総 31.8 2.4 84.4 24.9 91.1 
ネlド崎 19.5 3.2 73.4 42.1 91.6 
大栄 50.0 3.2 62.7 0.2 68.1 
※初期人口比率の欄で記号本がついた数値は，初期人口見込率を表わす.時間ずれも人口
密度=0の時点からの値である.
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表.5.9:グループrxの人口密度増加曲線(総武線沿線の者陀、近接地域)
sl =0.113 ， s2 = 0.102，人口増加の勢い=18.6.5年
自治体名 間責 最終人口密度初期人口 時間ずれ 昭和 60年人口
( km，2) (人/ha.) 比率(%) (年) 充足率(%)
千葉市 270.3 35.3 21.0 -2.0 82.7 
市川市 56.3 80.1 27.3 -0.8 88.2 
船橋市 85.0 72.4 17.4 1ー.3 82.3 
佐倉市 102.3 15.0 22.3 -2.0 78.8 
習志野市 20.8 77.3 19.1 0.1 84.9 
八千代市 51.2 35.8 4.8 っー.( 77.G 
浦安市 17.0 83.7 38.0 -1.8 6.5.9 
四街道市 36.0 22.0 12.1 -4.1 8L1.7 
酒々井 19.2 1.3.9 18.8 -2.8 G.5.3 
印猪 46.6 1.7 91.6 0.2 96.3 
江戸川区 48.3 ]12.7 19.4 11.0 94.7 
※初期人口比率の欄で記号*がついた数値は，初期人口見込率を表わす.時間ずれも人口
密度=0の時点からの値である.
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まず図 5.18は東海道本線沿線から 6つの自治体を選んで示した.ここで
は川崎市と戸塚区がグループ Iに，それ以外の 4市町がグループ 1に属す
る.図 5.18では都心から離れるにつれ，徐々に人口密度の増加が緩くなっ
ていく傾向がわかる.また，比較的都心から離れている平塚市と二宮町は
同じ曲線上に載った.
次に図 5.19は中央本線沿線の曲線である.杉並区，武蔵野市，国分寺市
がグループ Iに，それ以外がグループ 1I に属する.ここで杉並区の曲線
は最終人口密度が全データの中で最も高く， 165人jhaである.当然では
あるが，都心から離れるに従い人口密度が低くなる傾向が見える.都心か
らかなり離れた立川市あたりまでが人口増加が収束しつつあるように見え，
中央本線沿線の人口増加はほぼ終了しつつあるようである.
尽浜東北線，高崎線の曲線を図 5.20に，常磐線の曲線を図 5.21に，総武
線，内房線沿線の曲線を図 5.22に示す.これらの図では自治体が大きく 2
つに分類されるように見える.例えば図 5.20では熊谷市，深谷市の変化は
他の 4市と比べずっと小さいし，その傾向は図 5.21では牛久市，土浦市に，
図 5.22では袖ヶ浦町5 市原市にその傾向が見える.小グループによる分
析での人口増加の勢いの図 5.7でも都心の回りで人口増加の勢いが激しく，
30km程度はなれると急にゆっくりとなる傾向が見えたが，首都圏の人口
増加傾向には特に東側で都心から 30-40kn1離れた位置に境界がありその内
と外では人口増加傾向に大きな差がある.また，図 5.7，図 5.18，図 5.19
で見るように首都圏西郊では境界がめだたないのは，都心の西側が古くか
ら開発が進んでいること，川崎市，横浜市という大都市が存在するためで
あろう.
以上をふまえて首都圏を環状に 30klll，60kn1付近に位置する自治体を選
び比較した例を図 5.23，図 5.24に示す.縦軸を人口密度とした図 5.23(a)， 
図 5.24(a)ではどちらも都心の西側ほど人口密度の増加速度が速い傾向が
見える. 30kn1図では大宮市と千葉市が他の市区よりも増加傾向がなだら
かにみえる.また，図 5.24のように 60kn1圏でも平塚市と古河市のように，
人口増加が激しい市もある.これらの縦軸を人口比率として図 5.23b，図
5.24(b)で見ると， 30klll圏の初期人口比率が 10%----35%なのに対し， 60km 
圏では古河市を除くと初期人口比率が 30%---60%と最初からの蓄積が占め
5平成 2年に市になったが，昭和 60年現在の名前を使う
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る割合が大きいことがはっきりする.また古河市も昭和 30年での人口比
率は最終人口の 60%であり人口密度の増加は大きくない.
これら首都圏全体のデータを集計すると 6 昭和 60年の総人口が 2636
万人 (10901k1i12)に対し，人口密度増加山線による最終的な人口は 3160万
人となった(図 5.11の状態).また，各81線の初期人口比率に長終人口を
掛ければ¥現在までの人口増加傾向の効果を除いた最初の段階の人口をh，
それは 701万人となった(図 5.12の状態).つまり，現在の首都 70kn1闘
の人口は，最終的な値のほぼ 6分の 5であるとわかった.
昭和 30年(西暦 1955年)から平成 27年(西暦 2010年)までの人口変
化(1990年----2010年の値は推計値)を図 5.25(a)ベb)に示す.図 5.25(a.)
をみると，まず，首都圏全体としての人口増加は落ちつきつつあること，人
口の蓄積は中央線，東海道線の都心に近い地域のグループ Iが圧倒的に多
いこと，そして，他のグループとの差はこれからもあまり縮まらない傾向
がわかる.また人口の少ない範囲を拡大した図 5.25(b)では今後の人口増
加は中央線沿線の都心から距離がある地域(グループ 111)がまだまだ活
発であること，都心の東側では常磐線方面(グループ ¥1111)の今後の人口
増加が大きそうであるとわかった.
1985年と， 2010年の人口と増加人数を表 5.11に示すと グループ II
の 25年間の推計増加人数は 100万人を越え，首都圏全体の予想1増加人数
の25%を占める.また，常磐線沿線の都心近接地域(グループ VIII)，総
武線方面(グループ IX)の人口増加人数は併せて 100万人程度の予想と
なった.
5.6 人口密度増加曲線による政策的な将来人口予測
本節では，首都圏東部の自治体について，最終人口密度を外生的に与え
た分析例を呈示する.前節までの分析では最終人口密度をデータの変化傾
向から内生的に得て分析を進めた.人口密度の変化が最終人口に収束しつ
つある自治体では，内生的に得る方法で問題は起きないが，人口増加速度
がまだ最高速度に達していないと忠われる自治体では内生的に得た最終人
口密度はそれほど正確な値とは考えられない.なぜなら激しい人口増加が
6剖1L、10km圏の区は除く
131 

人/ ha 
60 
40 
20 
t 
O 10 30 O 10 
50 ~O 20 
30 ;;0 20 
(a)縦軸は人口密度 ( a，)縦軸は人口密度
恒
?
?
??
O 
O 昭島市
{:， t量生市
口 八土一ナ一一市
. 川越市
t 
‘ 、
10 20 30 ;;0 50 O i 0 20 30 40 50 
(b)縦軸は人口比率 (b)縦軸は人口比率
図 5，1.5:グループII(郊外の中央本線沿線を主とする) 図 5.16:グループIV(京浜東北線沿線の都L俄?現出或(埼玉県南部)) 
134 1.35 
t 
50 

戸田市
口
???
?
?ー
? ??
40 
t 
60 
2 ~ 
t 
O 10 20 30 "， 0 50 
図 5.20:京浜東北線，高崎線沿線の人口密度変化
O 10 20 30 "， 0 50 
図 5.22:総武線，内房線沿線の人口密度変化
???
???
?
? ?
表 5.11:首都圏の 2010年 (2.5年後)までの人口増加
松戸市
40 
t 
大グループ番号 昭和 60年人口 20]0年推計人口(増加人数)
1 (東海道本線，中央本線沿線) 7973.320 8081.366(108046) 
1 (者ルL、からE間住のある東海道本線沿線) 3737106 4439668(i02562) 
I1 (者見、から距離のある中央本線沿線) 2822701 3877285(1054584) 
1¥1 (主として埼玉県南東部) 3004657 3] 60648(1 55991) 
v (高崎線沿線) 801.336 958427 (] 57091) 
¥'1 (東北本線沿線) 8.5844 1 OG2150 (206306) 
¥'IJ (常磐線沿線) 28366!3 3092269 (25.5.596) 
¥'I1 (都心から距離のある常磐線沿線) 678501 1] 0.3209( 426708) 
1:¥ (総武線沿線) 2794226 .32.38390 (464] 64) 
X (千葉県半島部) 909.:;34 1] 93902 (284368) I 
首者|砲全体 26413897 .30229.316(.381.5419) I 
5・
O 10 20 30 .cO 50 
図.5.21:常磐線沿線の人口密度変化
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いつまで続くかで最終人口密度は大きく変化するからである.特に本研究
では各自治体で人口が減少中のデータは除いているため，極端な場合 3つ
の係数を 5時点のデータで求めた自治体もあり，データの微妙な変化でl艮
終人口密度は大きく変わる可能性がある.
しかし，自治体の最終人口密度はある程度人為的なコントロ ールが可能
と思われる.例えば，自治体の都市計画区域を自治体内のどれだけの範囲
で指定するか，どのような用途地域を指定するかによ って自治体の最終的
な人口密度は変化するだろう.そこで，このような人為的なコントロール
に対応して，最終人口密度を所与 として分析する方法が考えられる.
人口密度を様々に設定しての分析は，上に書いたような都市計画技術によ っ
議終
…品 IV
一回 V
ー VI
- VII 
- II 
???• • ?fTl 
ー ↓
?↓?
↓
?????????
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?
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?
て将来人口がどの様に変化するかを知る目安となろう.
人口密度増加曲線で，値を外生的に与えて意味のある指標としては，最
終人口密度と，人口見込率が考えられる.最終人口密度は長期的な人口密
度の行き先のガイドラインを表わすので，人口密度の行政的なコントロー
ルの影響の分析に使えると思われるし，人口見込率を上げることは住宅地
開発のような，人口がすぐに入りやすい状態への直接的な操作の効果を知
るのに使えるであろう. しかし，自治体のような広い地区の人口見込率を
人為的に変化させることは大きな費用が必要と思われるので，あ まり現実
的ではないかもしれない.
以上をふまえ，現状までの人口密度の変化傾向を生かしながら最終人口
密度を最低でも， 20人/ha.， :30人/ha以上と引き上げて係数を求めた
場合の人口変化に注目する.
対象範囲としては，人口の増加がまだこれからと考えられる， 首都圏の
東側にあたるグループ VII~ x (計 86自治体)を選んだ.そ して上記の
最終人口密度を与えたとき，いつ 10人/ha.に達するかという尺度で分析
を行なう.対象範囲を図 5.26に示す.前節での分析，最終人口密度をデー
タの変化から与えた場合の人口密度が 10人/haに達する年度を併せて示
す.図の自治体内に記した数値で，白抜きの値は 1900年代に人口密度 10
人/haに達する自治体で， 黒字は 2000年代に達する自治体である.
ら各数字は曲線の上で西暦何年に達するかを示す.例えば成田市の黒字の
03は西暦 2003年を表わす.現状の変化傾向を忠実にたどると，最終人口
密度が 10人/haに達するのは常磐線沿線の自治体と，成田市付近，木更
これ
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図 525:首都圏の全体的な人口変化
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白抜き数値は 1900年代を，黒字は 2000年代を示す.
図527:首都圏東側の最終人口密度 10人/haへの年数 (b)
(最終人口密度を最小値を 20人/haとした場合)
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密度が 20人/ha以上だった松戸市，柏市の最終人口密度が高くなった理
由は，大グループ単位で係数sl・s2を共通としたことにある.人口増加の勢
いは大グループ内で同じなので，関係する全自治体が古川、人口密度にゆっ
くりと向かう曲線に載る傾向となった.
さらに最終人口密度の最小値を上げて 30人/ha.と制約とした場《の
結果を表 5.12，図 5.29に示す.図 5.29では図 5.27の場合より吏に早く人口
密度 10人/ha.に達する傾向がわかる.この場合，全自治体が 21世紀中
に 10人/ha.に達することとなった. しかし増加人口を表 5.12でみると，
最終人口密度を 20人/haから1.5にしたのに増加人口は 30%程度と比較
的少なくなった.常磐線沿線の自治体の変化傾向を見た図 5.28(b)では最
終人口密度が全体的に更に高い傾向となった.表 5.12と表 5.11をみると，
千葉県半島部のグループ Xに人口増加は回りと比較して少ない.現在の
人口密度は低いので開発可能な土地は広いと思われるが，これまでの人
増加傾向も加えた本分析では，人口増加は当分のあいだ期待できないと分
かった.
なお，このような分析に際しては，なにをもって最終人口密度を 20人/ha.
とすることにあたるのかを考えなくてはいけない.先に一つの例として都
市計画区域を広げることをあげたが，実際問題として就業地な と，人が }~
住生活するための条件が揃わないならば.人口は増加しない. どのような基
本条件がどのような最終人口密度に対応するかは，理論的，経験的に研究
していく必要があろう.
5.7 まとめ
以上で，首都圏の自治体の人口密度データを把握する方法のーっと して，
自治体グループによる人口密度増加曲線を提示した.
本章の人口密度増加曲線は，基本的に 2章， 3章で扱ったビルトアップ
曲線と同形のものである.各自治体のデータは 7時点と少ないので，地理
的に近接した自治体の範囲ではグIぅs2が共通であると仮定し，近接したグ
ループ別に人口密度増加曲線を求めた.
最初に 3-----4自治体をまとめて自治体の小グループを作り分析し，それ
をふまえて自治体の大グループを構成して分析を続けた.小グループでの
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分析ではH寺!日j的前後関係、の分析が十分できないなど，自治体聞の比較が不
自由であったので，小グループでの人口増加の勢いの値を参考にして首都
圏を 10の大グループに分けた.そして大グループの分析で首都圏自治体の
人口増加傾向，人口増加の前後関係を分析した.大グループでの分析では
小グループの場合の合計よりも変数の数が 2割ほど少ないが，データの当
てはまり具合いもよい.本研究の(特に 3章)の分析方法は，このような，
多くの地区の短時点データがある時の分析に有効であることが示された.
また，大グループの分析では，グループ内で自治体が 3つの変数(最終
人口密度，初期j人口比率，時間のずれ)だけで説明されるので，自治体聞
の比較が単純に繋理してできた.特に，人口充足率で比較する場合， 自治
体を時間的前後関係という新しい視点で分析できた.またグループにこだ
わらなければ¥放射環状方向の比較や，首都圏の人口の最終状態や首都圏
の総体的な分析も可能なので，様々な視点から分析を行なえた.
実際のデータからは，都心に近い自治体は最終的に到達すると予想され
る人口密度の値が高いだけでなく，人口密度の増加速度も速いことが明ら
かとなった.また，最終人口密度，初期人口密度の分析から首都圏で旧来か
ら人口がはりついていたのが東京都下，神奈川県沿岸部，地方中心都市だ
けで，首都圏が最終的に大きく広がろうとしていること，最終的には 70knl
圏で 3200万人程度になる(都心 10knl圏内の区の人口を除く)傾向にあ
るとわかった.自治体の前後関係という視点では，人口密度ベースでは平
塚市と 二宮町，行田市と深谷市なと都心から比較的離れた自治体の組で時
間的前後関係がみられた.また，人口比率ベースでは，首都圏で更に多く
の自治体が時間的前後関係で整理できた.
さらに 5.6節で示した最終人口密度の最小値を引き上げる分析は，こ
の曲線を政策の効果の予測に使えることを示した.また特定の人口密度へ
の年数という観点で地域を分析する方法は，従来なかった分析の視点を与
えた.
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Chapter 6 
多地域の時系列関数
6.1 はじめに
本章では，複数の地区を比較するときに便利な 2つの性質を持つ時系列
関数の一般的条件を考察する.なお，この章は 2-----5章とは独立した内容
をなす.
前章までに議論してきたビルトアップ曲線は，いくつかの便利な性質を
持つ.そのうちで“時間的前後関係の考察が可能"及び“ 2つの地区の関
数を併せても関数形が変化しない"という 2つの性質は，複数の地区の比
較に非常に役立つ.なぜなら“時間的前後関係の考察が可能" であれば、複
数地区の比較が分かりやすくなり，今までにない視点で地区を見ることグ
可能となるし，“ 2つの地区の関数を併せても関数形が変化しない" なら
ば複数地域の比較が矛盾なく行えるからである.
複数の地区のデータを同時に用いて行う時系列関数の分析方法は， ア ー
タ不足などに対処する一つの新しい方法である.また，この方法はデータ
足に直面しやすい都市・地域計画の分野で効力を発揮できると考えられる.
本章は時間的前後関係によって地域を整理できる関数の条件と，面積の
違う地域のデータを矛盾なく分析できる関数の条件に焦点を当てて議論を
行なう.つまりここでは関数そのものを扱い，データのあてはめ方などの
関数と多地域データの対応関係についてはふれない
本章では関数と，それを適用する地域群のデータを想定し，データの変
化傾向には地域間でなんらかの共通性があると仮定する .ここで共通性と
しては，関数形が等しい場合や，関数形が等 しい上にいくつかの係数が共
151 

クトルα={α1ぅα2γ ・1αm}を持つ関数を .f(t;入ヲα)と書く.任意の係数ベ
クトルαによる関数.r(t;入ヲα)の全体により定義される関数族Fを時系列関
数族Fと定義する.
時系列関数族Fに属する一つ一つの関数は時刻 tの関数なので，必要に
応じてベクトル入ヲ αを略し • .r (t)と書くことにする.そして時系列関数族
Fに属する一つ一つの時系列関数
.f (t;入ヲα)εF
を多地域の時系列関数と呼ぶ.
例えば 4章ではビルトアップ曲線を26地区のデータにあてはめた.そこ
では係数slヲグ2(式(6.1)では入1ぅ入2)は全地区で共通であるが，係数 Cl，C2 (式
(6.1)では α1，α2)地区ごとに固有の値をとるとした.26地区のそれぞれの
曲線は，ビルトアップ曲線の関数族に属する多地域の時系列関数と位置づけ
られる.なお，多地域の時系列関数族FIこ属する関数の地域による相違は係
数ベクトルαの内容によって表わされるので，入={入1ヲ入2}ヲαi={αi，l，αi，2} 
とおけば、地域 iのビルトアップ曲線は
λ(t) = .f(t;入ぅαi)= 1ー αt.l 入2 ε一入1tー αi.2e一入2t
入2一入l
と地域によって異なるベクトルαを使って表わされよう.
(6.2) 
以下，時系列関数族の表記に際してはFのような大文字のボールド体を
使い，それぞれに属する時系列関数の表記はその小文字を使うことにする.
単純な例として一次関数を考えよう.直線という意味で関数形が等しく
ても一次関数で表わされる関数族は入うαの与え方によって 4種類考えられ
る.関数のパターンに応じて地域に共通な係数ベクトル入を{入l}または
{入1うん}，地域に個別な係数ベクトルαを {αl}または {αlヲα2}と与えるな
らば，それらは以下のように表わされる.
F1 {.fl(t) =αlt +α2} (6.3) 
F2 {.f2(t) =入lt+αl} ( 6.4) 
F3 {.f3(t) =αlt +入l} (6.5) 
F4 {.f4(t) =入lt+入2} (6.6) 
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それぞれの関数族に属する直線群は凶6.1(a)--図 6.1(d)に表わされる.式
(6.3) ~ (6.5)では係数 αト Q2の値によって異なる時系列関数を得る.これ
らの関数族問で係数入1，んが同じ値をとるならば¥これらの関数放は包A
関係にある.時系列関数族F1はF2，F3，F4をその部分集合とし， r勾数族
F1のように係数が全て地域に個別とする分析方法は本節の日政で述'べた
第 2の方法に相当する.関数族F2は関数族問で傾きが共通であり，縦軸と
の切片が関数間で異なるし，関数族F3は縦刺1との切片が関数族問で共通
であり，傾きが関数問で異なる.直線の時系列関数をF1の形ではなく，関
数族F2，F3のように関数形だけでなく一部の係数も共通とすると，地域
間の相違に加え，地域の共通性も分析できょう.
時系列関数を都市・地域計画の分野で利用する場合，関数の基礎となる
理論が最も重要であるのは言うまでもない. しかし関数の対象が複数地域
の場合に，各地域に同じ関数形をあてはめることで矛盾が起きるならば，
理論が正しくてもその関数を利用する意味がなくなるだろう.本章は複数
の大きさの不揃いな地域を対象とした時系列関数の分析に焦点をあて，そ
のバックグラウンドとして どのような関数が多地域を対象とする分析に
おいて有意義か，あるいは不都合な事態を招くことはないかという 2点を
議論する.
6.3 多地域の時系列関数とその有用な性質
6.3.1 時間的な前後関係を与える関数
ここでは同じ関数族に属する 2つの時系列関数の相違が，時間的な前後
関係で説明できる場合に注目する.一つの時系列関数の値の変化を，別な
時系列関数の値がある一定時間遅れて追っていく関係にあるならば、，時系
列関数は“時間的なずれ"の大きさによって順序づけをして整理できる.
関数の時間的なiI国序関係を与える関数族を相対時間関数族として，以下
に定義する.
定義 2(相対時間関数族)
任意の時系列関数 .f(t)εF及び任意のァ εR(実数)に対し，
.f (t十T)εF
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る関数が全て時間的な前後関係で整理されるならば，関数の相違は，時間
的なずれの大きさを示す一本の刺i上で表すことができる.この場合の関数
の係数ベクトルαの要素数は明らかに 1つで十分である.つまり同じ相対
H寺間関数族内の 2つの任意の関数が時間的前後関係によって全て説明でき
るのは，係数ベクトルαの要素数が 1である場合に限る.相対時間関数のベ
クトルαの要素数が 2以上の場合は，同じ関数族内での関数の相違は，時間
的前後関係で説明される部分と説明できない部分の 2つに整理できる.相
対1寺間関数は時点 tの変化を係数ベクトルαによって吸収できる関数であ
るとも言える.
直線の関数の例，図6.1，式 (6.3)-(6.6)の例を振り返ってみると，式
(6.3)ぅ(6.1)の2つが相対時間関数族である.任意の7に対して，関数族F1
の時系列関数 .f1(t)(式 (6.3)は
fl(t + T) ==α1 (t十ア)+α2 
ー αl(t)+(αlT+α2) (6.7) 
となるので，a = (αlぅα17+α2)とおきなおせば¥相対時間関数の定義を満
たす.また，関数族F2の時系列関数 f2(t)(式 (6.4))はα==(α1，A.1T+α1) 
とおきなおせば相対時間関数の定義を満たす.更に，関数族F2の時系列関
数は係数ベクトルαの要素数が 1なので属する全ての関数を時間的前後関
係によって整理できる.
ところで相対時間関数について以下の三つの基本的な性質が成立する.
性質 6.1(相対時間関数の合成関数)
相対時間関数族F及び任意の一価関数 gに対し，関数族Sを
Sニ {g(f(t))I.f(t)εF}
と定義すると ，sは相対時間関数族である .
証明
関数族Sの定義より，ある関数 51(t)εSに対して関数 fl(t)εFが
存在し，
Sl(t) = g(fl(t)) (6.8) 
15 
と書ける. この式は任意の tについて成立するので，任意の時間7
をとったとき，
Sl(t +ァ)=g(f1(t+ァ))
が成立する.Fは相対時間関数族であるので，あるん(t)εFが存
在し，
Sl(t + T)= g(f2(t)) 
が成立する.すると関数 g(f2(t))は明らかに関数族s，こ属する.
S2(t) = g(f2(t)) 
つまり，
Sl(t +ァ)= S2(t)εS 
が成立し，関数族Sは相対時間関数族である.口
性質 5.1の結果は，相対時間関数族の分析の一助となる.例えば変数 Zに
よる一価関数 g(x)==♂及び式 (6.4)による相対時間関数ん(t)二入t+αに
対し，
g(f2(t))二 ε川 G 二 caeAt (6.9) 
が成立する. したがって α=♂とおき直せば指数項全体に出かる係数が
各関数で異なり，時点 tに直接かかる係数が共通である指数関数族は相対
時間関数族と分かる.また，この指数関数族のベクトルαの要素数は lな
ので，属する全ての関数を時間的前後関係によって整理できる.なお 記、
(6.9)の関数はマルサスの人口論 (1798)によって構築された人口増加の方
程式であり，人口成長を考える上で最も基本的な式である.
次に 2つの相対時間関数族の積または和によって定義される関数族もま
た相対時間関数族であるという性質を示す
性質 6.2(相対時間関数の加減乗除)
任意の 2つの相対時間関数族F1，F2に対し，
fl(t)ιF1' f2(t)εF2と与えたとき，以下の定義で与えられる関数 gl(t) 
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となる. ここで地域人jを足した地域(関数の記号)をたとおき，
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.・
とすればビルトアップ面積の関数が単純合併可能関数であることが旅認で
きる.
直線の関数族F1'"'-'F4(式 (6.3)'"- (6.6) )の例では関数族F1が単純合
併可能関数族となる.関数族F2式(6.4)もん =0の場合は単純合併可能関
数である.また，直線の関数族は全て密度合併可能関数である.
ビルトアップ曲線の例でみたように，密度合併可能関数にその.地域
の面積'を掛けた関数は単純合併可能関数になる.例えば，密度合併可能
関数族Fの関数 f1(t)うん(t)をとり，そこに地域の面積 S1ぅS2を掛けた関数
slfl(t)ぅs2f2(t)を考えよう.すると， 2地域の合併地域の関数ん(t)は
51f1(t) + s2f2(t) ん(t)= - 1./1¥-/ ' - ~.I q -/ (6.12) 
l十 δ
と書け，密度合併可能関数の定義よりん(t)εFが成立する.ここで合併
した地域の面積は Sl十S2であるので，関数ん(t)に(S1十S2)を掛けた関数
g3(t)およびその関数族Gを考えると，
. . .
• • • • • 
、??
?
? 、
?
， ，
?、???
??
• • • • ?. 
• • • ?
歩 t
O 
図 6.3:合併可能関数
に対し，
S1 f1 (t)十s2f2(t)εF
Sl十S2
が成立するならば，関数族Fを密度合併可能関数族と呼ぶ.
密度合併可能関数での係数 S1うわは地域の面積を想定している.ビルトアッ
プ曲線は係数s1，s2(ここでは入 ={slぅ仇}とする)が共通ならば 3.2節で示
したように密度合併可能関数である.またビルトアップ曲線に地域の面積を
掛け，ビル卜アップ面積をあらわす関数にすれば，それは単純合併可能関数
である 例えば地域 iの面積を引 3とし，入={入lぅ入2}，ai= {αi，l ，αはう的}
とおけばビルトアップ面積の関数は
(Sl +叫んこの εG
でありかっ
gl(t) = slfl(t)εGう g2(t)= s2f2(t)εG 
なので，密度合併可能関数に地域の面積を掛けた関数は単純合併可能関数
であると示された.
都市計画の分野で多地域を考えるときに一般的に重要なのは密度合併可
能関数であろう. ビルトアップ曲線を含め都市計画の場では面積が異なる
地域を比較するときに，面積で割り密度を表す関数で分析することが多い.
その理由は一般的に地域の面積が既知であることと，密度で表わせば.地域
間の比較分析をより分かりやすくできることの 2点にある.そこで以下で
は密度合併可能関数を中心に議論を進める.また密度合併可能関数に対し
入っ ¥ J ， 4 
fi( t)二 αi，3(l-Gi1 4 ε一九 αi，2ε一入2t) (6.11) 
'入2一入l
と書ける.そしてビルトアップ面積の関数を地域九jについて足して整理
すれば
五(t)+ん(t)= (αi，3 +αj，3) 
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が数多くある.例えば人口増加傾向を説明するモデルとして指数曲線(式
(2.3) )やロジスティック曲線(式 (2.6))が使われることがしばしばある
が，それらは微分方程式を用いて表現するとより直感的に理解できる.ま
た本研究のビルトアップ山線も微分方程式 (2.11)で定式化したものを基に
得たものである.以上のように微分方程式は地域の変化傾向の分析に活用
できる.
ところでビルトアップ曲線の分析では微分方程式を解く過程で得る任意
定数を地域に固有な係数として分別した.する と，ある時点の関数値を決
定すれば，後の関数の変化は 自動的に決まる.そして微分方程式で与える
変化メカニズムは等しいが，任意定数値によって異なる変化をみせる無数
の曲線を得ることができる.このことをふまえ，本節では微分方程式を利
用して時系列関数を定義し，その性質について議論する.
時表IJtを変数とする ?η 階微分方程式を考え，その係数を
入=={入1，入2γ 入札}とおく.また m 階微分方程式を解くと一般解で m 個
の任意定数を得るので，これをα=={αlぅα2γ ・1αm}と書く.そして，微分
方程式による時系列関数族を以下に定義する.
定義 5(m階微分方程式で与える時系列関数族)
η 個の係数入二{入1ヲ入2γ ・う入η}を持つ m 階微分方程式
}r(tぅf( t)， f' ( t) ，・.， .f(m) (t) = 0 
の一般解と等しい関数族 Fを m 階微分方程式 }r= 0で与える時系列関数
族と定義する.ここで一般解は m個の任意定数を持つので，それを時系列
関数相互で個別に与える係数ベクトルα=={α1，α2γ ・1αm}とする.
微分方程式で与える時系列関数は，微分方程式で与えられる関数の変化の
基本法則が共通である.つまり，前節での複数の地域に共通な係数(係数ベ
クトル入で表わした)を微分方程式内の係数とし，地域間で異なる係数(係
数ベクトルαで、表わした)を任意定数と対応させているので，関数族の共通
性が微分方程式上の変化メカニズムが等しいという意味で明快にわかる.
任意の時系列関数の係数 01，aゎ...，amが，関数内で一回ずつだけ現われ
るならば，その関数の関数族は微分方程式で与えられる.微分方程式 Yに
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属する関数の tに関する 1'"- 171階微分をとると， α1， .・ ¥αmに関する 71i本
の連立方程式を得る.この 1ii本の方程式を町、・・ ¥αmについて解き，それ
を元の関数(微分を施していない関数)に代入すれば O}・"'， O'mが消えて，
m 階微分方程式を得る.ただし関数内で同じ添字の係数引が 1同ではなく
複数回現われる場合では， αiについて解くことができず，微分方程式で表
わせない場合がおきる.例えば，関数
f=α2 + eat 
はtで微分すると
('二 20+α_at 
となるが，微分した式から αについて解き微分方程式を得ることは困難で
ある.
2.2節で示したように定数項付き指数曲線，ロジスティック曲線は単純
な微分方程式で与えられる.定数項付き指数曲線
は微分方程式
y(t) ==入1+αε一入2t
dy(t) 
一一=入2(入1-y(t) 
dt 
で与えられたし， ロジスティック曲線
は微分方程式
y(t) ==入--¥ 
1+αe一入2
dy(t) 
dt 入2y(t) (入l-y(t))
(6.14) 
(6.15) 
(6.16) 
(6.17) 
で与えられた.係数ベクトルは， 2つの関数とも，入ニ{入1ぅ入2}ぅα={α}
で与えられる.また， ビルトアップ曲線もビルトアップ率の 2階微分方程
式で与えられた.
直線の関数族のうち，関数族Fl，Fz. F3 (5.2節式 (6.3)~ (6.5) )は微
分方程式で定義できる.関数族F1は2階微分方程式
d2f1 
dt2 
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(6.18) 

定理の微分方程式 (6.25)による時系列関数F'こ属する関数 flうんと，
f1うんおよびスカラー 51ぅ匂による H寺系列関数13: 
んこ S111+ 52f2 
51十 52
6.5 まとめと代表的な関数の分類
を考える.関数 f3は密度合併可能関数の定義式に等しいので，関数
んが関数族F'こ属するならば定理は証明される.
関数 fの i階微分を f(i)と書くと，関数 f3の i階微分は
-r(i) 5ldi)+ゎdi)
は 51+ 52 
となる . この f~i) (i = 0ヲlラ2ぅ ，7n)を式 (6.25)の左辺の f(i)(t)に
代入し，整理すると，
[式 (6.2.5)の左辺]
= 三点三寸山d(トいいいい向叫州州川O“山ω州(れW川tけ引)νf
J r_{+i Lr.，¥..L n r+\~ん (tωtけ). 1， ¥ dぷ2ん(t仰り)， 1，¥ dmん(れωtの I，¥ i 口訂玄taい門川川向叫川州川O“山刈州川(れω仰tけM州)ν凶凶fん以2バ(t)+叫叩α町叫州州1バρω(t川け)7 +川刊吋叩α向叫叫州2バ巾州(引仰tけ)7 + Mm (t ) 7 -q ( 叶
(6.26) 
となる.関数.九ヲf2は微分方程式 (6.25)を満たすので，式 (6.26)は
Oになる.つまり関数んも同じ微分方程式の解の一つであるので，
線形微分方程式で与えられる時系列関数は密度合併可能関数である.
口
ここでは，相対時間関数，合併可能関数の総合的な性質について簡単に
触れ， 2つの性質の有無により代表的な関数を分類する.
まず性質 6.1，性質 6.3をまとめると次が成立する.
性質 6.6(合成関数による相対時間関数かっ密度合併可能関数)
任意の密度合併可能関数族F及び任意の相対時間関数族Gに対し，
H = {f(g(t))lf(g)εF，g(t)モG}
と定義すると ，Hは相対時間関数かっ密度合併可能関数族である.
単純な直線の関数の例をとってみよう.密度合併可能関数F3(式 (6.5))及
び相対時間関数F2(式 (6.4))を性質 6.6に従って合成した関数を
f3 (ら(t) ==α2{入1t+α1} +入2
一 α2入1t+αlα2入2 (6.2i) 
??? 」
α;二 α2入lぅα;=αlα2入2
この定理によって定数項付き指数曲線， ビルトアップ曲線が密度合併可能
関数であることが確認できるし，ロジスティック曲線は密度合併可能関数
ではないので，微分方程式 (6.17)も線形ではない.また 6.3.1節の式 (6.10)
で与えた三角関数はビルトアップ曲線と同じ 2階線形微分方程式の解なの
で，この時系列関数の相対時間性，密度合併可能関数性は微分方程式を用
いれば簡単に明らかとなる.
なお，本研究では線形微分方程式以外の微分方程式で与えられる時系列
関数の中で，密度合併可能関数が存在するかは確認できなかった.次の 6.5
節で調べた範囲では，密度合併可能関数は線形微分方程式で与えられる時
系列関数にしか見つけられなかった.
とおけば式 (6.27)は関数族(6.3)の要素と等しくなる.すなわち|矧数政
(6.3)が密度合併可能関数かっ相対時間関数であることが確認された.
また，性質 5.2，性質 5.5により相対時間関数族であり合併可能関数族
である関数族の和で構成される関数族もまた 2つの性質を併せ持つことが
導かれる.
線形微分方程式は定理 6.1によって αl(t)ぅα2(t)，• ・ 1αm(t )，q(t)がすべて
時点 tに無関係な定数であるならば相対時間関数であるとわかる.合併可
能関数は線形微分方程式でのみ与えられるのかは不明であるが，定数項付
き指数曲線や， ロジスティック曲線のような空間を埋めていく形式の線形
微分方程式 f(t)'ニグ(t)(l-f(t))で与えられる時系列関数はグ(t)ニグ(定
数)でない限り相対時間関数かっ合併可能関数ではないことは証明できる.
つまり上記の形の微分方程式で与えられる時系列関数で 2つの性質を併せ
持つのは定数項っき指数曲線のみなのである.
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